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２００９年度介護報酬改定の概要と方向性

２００９年度介護報酬改定率３．０％プラス

～介護保険制度発足後初めてのプラス改定～

介護報酬制度が２０００年４月スタートして以来、

過去実施された２回の介護報酬改定では、いず

れもマイナス改定（０３年度▲２．３％、０６年度▲

２．４％）であったため、介護事業者の事業環境は

厳しくなりました。

このため、介護従事者に対する処遇が改善さ

れなかったことで、深刻な人材不足を招き大き

な社会問題となっています。

こうした状況を踏まえ、政府与党は０８年１０月

３０日の「介護従事者の処遇改善のための緊急特

別対策」で、０９年度介護報酬改定率を３．０％（う

ち在宅分１．７％、施設分１．３％）のプラスとし、

介護保険に約１，２００億円の基金創設を決定しま

した。

そこで、今回の介護報酬改定の内容について、

介護事業者や介護従事者の現状と厚生労働省社

会保障審議会介護給付費分科会における最新情

報をもとに考察します。

１．介護事業者と介護従事者の現状

厚生労働省の賃金構造基本統計調査によると、

介護従事者の年収ベースの賃金カーブは、男性、

女性とも全産業平均や看護師と比べても大きく

下回っています（図表１）。

また、介護職員・訪問介護員の離職率は２１．６

％と全産業平均（１６．２％）より約５パーセントも

高く、正社員においても同様に高い水準となっ

ています（図表２）。�介護労働安定センターの
調べでは、主な離職理由は、労働条件等の待遇

を不満とした理由が２５．５％と最も高く、具体的

には長い労働時間や夜勤など業務内容の負荷と

賃金が見合わないことが原因に挙げられます

（図表３）。

一方、介護事業者の多くも事業運営上の問題

として介護報酬と雇用確保に関する課題を掲げ

（複数回答）

産 業調査

図表３ 主な離職理由

回答内容 回答率

待遇（賃金・労働時間）に不満があったため ２５．５％

自分・家庭の事情（結婚・出産・転勤等）のため ２４．７％

法人や事業所の経営理念や運営のあり方に不満 ２３．４％

職場の人間関係に不満があったため ２３．０％

介護の仕事で希望にあう事業所に就職できたため １４．２％

（出所）（財）介護労働安定センター介護労働実態調査（２００７年度）より抜粋

図表２ 離職率

全体 正社員 非正社員

全 産 業 平 均 １６．２％ １３．１％ ２６．３％

介 護 職 員
２１．６％

２０．４％ ３２．７％

訪 問 介 護 員 １８．２％ １６．６％

（出所）全産業は厚生労働省雇用動向調査結果（２００６年度）
介護職員及び訪問介護員は（財）介護労働安定センター
介護労働実態調査（２００７年度）

図表４ 指定介護サービス事業を運営する上での主な問題
（複数回答）

回答内容 訪問系 施設系

今の介護報酬では十分な賃金を払うこと
ができない ６４．８％ ７３．１％

良質な人材の確保が難しい ４１．３％ ６１．９％

指定介護サービス提供に関する書類作成
が煩雑で時間に追われてしまう

４７．５％ ３１．５％

経営（収支）が苦しく労働条件や労働環境
の改善をしたくてもできない

４５．７％ ３７．１％

教育・研修の時間が十分に取れない ２７．０％ ３１．６％

新規利用者の確保が難しい ３０．９％ １９．８％

（出所）（財）介護労働安定センター介護労働実態調査（２００７年度）より抜粋

図表１ 産業・職種別賃金カーブ

（出所）厚生労働省 賃金構造基本統計調査（２００７年）
事業所規模１０人以上の常用労働者を雇用する事業所に雇用させる常用一
般労働者について年収を推計
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介護人材の確保・介護従事者の処遇改善�

平成21年度介護報酬改定（＋3.0％改定）� 処遇改善の取組への�
総合支援策�

1.介護従事者の人材確保・処遇改善�

2.医療との連携や認知症ケアの充実�

3.効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証�

負担の大きな�
業務への評価�

サービス提供責任者の�
業務への評価� ・研修実施等の評価�

�
・有資格者割合の評価�

・有資格者割合の評価�
・一定以上の勤続年数者�
　割合の評価�

・有資格者割合の評価�
�
・一定以上の勤続年数者�
　割合の評価�
�
・常勤者割合の評価�

認知症患者や独居高齢者�
へのケアマネ業務の評価�

個別ニーズに応じた�
対応への評価�

夜勤業務への評価�

看護体制の評価�

看取り業務への評価�

（1）医療と介護の機能分化・連携の推進�
（2）認知症高齢者等の増加を踏まえた認知症ケアの推進�

（1）サービスの質を確保した上での効率的かつ適正なサービスの提供�
（2）平成18年度に新たに導入されたサービスの検証及び評価の見直し�

重度化・認知症対応の�
ための評価�

専門性への評価・�
介護従事者の定着促進�

人件費の地域�
差への対応�

訪問系�
サービス�

通所系�
サービス�

施設系�
サービス�

地
域
毎
の
人
件
費
を
踏
ま
え
た
見
直
し
等�

雇用管理改善に取り組む事業�
主への助成（※）�

効率的な経営を行うための経�
営モデルの作成・提示�

潜在的有資格者養成支援等の�
介護人材確保策（※）�

社会的評価を高めるための広�
報・普及（※）�

（※）予算要求項目�

介護報酬改定の影響の事後的�
検証（※）�

介護従事者の処遇改善に向け�
た取組に関する情報公表の推�
進�

ています（図表４）。

２．介護報酬改定の全体的な方向性

～介護従事者の処遇改善が最大のテーマ～

０９年度の介護報酬改定は、図表５のように次

の３つの視点から行われます。

（１）介護従事者の人材確保・処遇改善

（２）医療との連携や認知症ケアの充実

（３）効率的なサービスの提供や新たなサービス

の検証

特に、厚生労働省は「介護報酬がプラス改定

されても一律に賃金が上がるわけではない」と

しながらも、「介護従事者の処遇改善に、出来

るだけ結び付けることが重要」とし介護従事者

の処遇改善を今回改定の最大のテーマとしてい

ます。

その対策として、以下の評価や対応に基づく

改定を行います。

�夜勤業務や重度化、認知症対応等負担の大
きな業務への評価

�介護従事者の専門性の評価、定着促進
�人件費の地域差への対応

負担の大きな業務への評価

今回の改定では、各介護サービスの特性に応

じ夜勤業務など負担の大きな業務に対して評価

しています。介護保険施設（介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護療養型医療施設）で夜

間において基準を上回る職員の配置をしている

場合や、訪問介護におけるサービス提供責任

者＊１が特に労力のかかる初回時（２００単位／月）

や緊急時（１００単位／回）の対応などに加算を新

設しています。

介護従事者の専門性を評価した加算

今回改定の特徴は各介護サービスの基本サー

産業調査

Keyword
＊１ サービス提供責任者とは、常勤ヘルパーをはじめとして非常勤や登録ヘルパーを管理・指導する立場のもので介護福祉士又はヘル

パー１級に限定されています。
＊２ 介護福祉士は社会福祉士及び介護福祉士法に基づく国家資格で、身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支

障がある者につき入浴・排泄・食事その他の介護を行い、並びにその者及びその介護者に対して介護に関する指導を行うことを業
とする者をいいます。

図表５ 介護人材の確保・介護従事者の処遇改善

（出所）厚生労働省 社会保障審議会介護給付費分科会参考資料
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ビス費を一律アップするのではなく、訪問系、

通所系、施設系（特定施設入居者生活介護を除

く）の３つのサービス分類ごとに介護従事者の

定着を促す項目を要件とした加算を新設するこ

とです。具体的には、「有資格者（介護福祉

士＊２）」「職員の勤続年数」「常勤職員」の各配

置割合を各介護サービスの算定要件としていま

す（図表６）。

介護従事者の専門性の評価は、介護従事者の

キャリアアップとケアの質の向上を促す観点か

ら介護福祉士を介護従事者の「標準資格」とし、

配置割合が一定以上の場合加算します。ただし、

訪問介護ではホームヘルパー２級＊３の担い手が

大半であることなど訪問系、通所系と施設系の

サービスで介護福祉士資格の取得状況が大きく

異なるため配置割合に差を設けています（図表

７）。

職員の勤続年数の評価は、３年以上を基準と

しています。訪問系で非常勤ヘルパーが主力と

なる訪問介護は、業態上勤続年数による評価が

馴染まないため対象外としています。

常勤職員の配置割合は、施設系において夜勤

を常勤で配置することが不可欠なことから加算

要件に盛り込んでいます。

ただし、社会保障審議会で「職員の勤続年数、

常勤職員の要件は、本当にケアの質の向上に直

結するのか」という議論もあり、次回改定では

検証課題となるでしょう。

Keyword
＊３ ホームヘルパーは訪問介護員のこと。訪問介護を行う資格の１つで、都道府県知事の指定する訪問介護員養成研修課程を修了した

者をいい、ヘルパー２級は訪問介護において、身体介護・家事援助ができます。

図表６ 主な介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価

介護サービス 算定要件 加算単位

訪
問
系

夜間対応型訪問介護

研修等を実施しており、かつ次のいずれかに該当
すること
�介護福祉士が３０％以上配置されていること
�介護福祉士及び介護職員基礎研修修了者の合計
が５０％以上配置されていること

１２単位／回
（包括型 ８４単位／人・月）

訪問看護 研修等を実施しており、かつ３年以上の勤続年
数のある者が３０％以上配置されていること ６単位／回

訪問リハビリテーション ３年以上の勤続年数のある者が配置されている
こと ６単位／回

通
所
系

通所介護、
通所リハビリテーション
認知症対応型通所介護

次のいずれかに該当すること
�介護福祉士が４０％以上配置されていること
�３年以上の勤続のある者が３０％以上配置されて
いること

�１２単位／回 �６単位／回
※介護予防通所介護・介護予防通所リハビリ
要支援１：�４８単位／人・月�２４単位／人・月
要支援２：�９６単位／人・月�４８単位／人・月

小規模多機能型居宅介護

研修等を実施しており、かつ次のいずれかに該
当すること
�介護福祉士が４０％以上配置されていること
�常勤職員が６０％以上配置されていること
�３年以上の勤続年数のある者が３０％以上配置
されていること

�５００単位／人・月
�・�３５０単位／人・月

施
設
系

認知症対応型共同生活介護
介護老人福祉施設
介護老人保健施設

介護療養型医療施設 等

次のいずれかに該当すること
�介護福祉士が５０％以上配置されていること
�常勤職員が７５％以上配置されていること
�３年以上の勤続年数のある者が３０％以上配置
されていること

�１２単位／人・日
�・�６単位／人・日

図表７ 主な介護サービス施設・事業所の介護職員
に占める介護福祉士の割合（２００７年常勤換算ベース）

（出所）厚生労働省２００７年介護サービス施設・事業所調査により作成

※１訪問介護及び居宅介護支援については、特定事業所加算の見直しを行う。
※２表中���の単位設定がされているものについては、いずれか一つのみ算定することができる。
※３介護福祉士に係る要件は「介護職員の総数に占める介護福祉士の割合」、常勤職員に係る要件は「看護・介護職員の総数に占める常勤職員の割合」、勤続年数に係る要件
は「利用者にサービスを直接提供する職員の総数に占める３年以上勤続職員の割合」

（出所）厚生労働省資料をもとに作成

03FFG調査月報 2009年3月



地域区分の報酬単価の見直しと中山間地域等へ

の対応

介護報酬の単価は地域ごとで違い、各地域区

分の上乗せ割合と各サービスの人件費割合を乗

じたものを１単位１０円に割り増しし算出します。

この各地域区分は、国家公務員の調整手当の級

地区分をベースに５つ（特別区、特甲地、甲地、

乙地、その他）に設定されています。今回の改

定では、大都市部の介護事業者ほど給与費が高

く経営を圧迫する傾向を踏まえ図表８のように

報酬単価を見直します。九州は、福岡市、北九

州市、長崎市では報酬単価の見直しでメリット

を享受しますが、その他の地域は１単位１０円に

据え置きされることになります。

また、中山間地域等（現行の特別地域加算対

象地域以外）にある小規模事業所は、規模の拡

大や経営効率化を図ることが困難なことから訪

問介護等の一定のサービスについて加算を行い

ます（所定単位数の１０％加算）。さらに、中山間

地域以外の介護事業者も通常の事業地域を越え

て中山間地域に居住する利用者に一定のサービ

スを提供する場合について、セーフティネット

構築の観点から加算を設けます（所定単位数の

５％加算）。なお、中山間地域等とは、半島振

興法、特定農山村法等に関する法律に指定され

ている地域です。

医療介護の連携と認知症ケアへの加算

医療と介護の連携を強化し、医療と介護の継

ぎ目のないサービスを効果的に利用できるよう

にする観点から、居宅介護支援＊４において病

院・診療所と入院時や退院時の利用者に関する

情報共有等を行う場合の加算の新設や、訪問看

護でのターミナルケア加算（１，２００単位／死亡月

⇒２，０００単位／死亡月）の引き上げをします。

今回改定のもう一つの重要なテーマは、認知

症ケアの推進です。認知症高齢者等やその家族

が住み慣れた地域での生活を継続できるように、

認知症の重度化や看取りに対応する手厚い体制

や認知症高齢者等へのリハビリテーションの対

産業調査

Keyword
＊４ 居宅介護支援とは、介護保険法の保険給付対象サービスの１つ。介護利用者が適切に介護サービスを利用できるようにするため利

用者の依頼のもと介護支援専門員（ケアマネージャー）が居宅介護サービスの計画をたて、サービスを提供する各事業所との調整を
行います。

＊５ ＢＰＳＤとは、徘徊や暴力、暴言などの行動障害と幻覚や妄想、うつ状態などの精神症状の総称です。

図表８ 各地域区分の報酬単価

特別区 特甲地 甲 地 乙 地 その他 人件費割合別介護サービス

現
行

上乗せ割合 １２％ １０％ ６％ ３％ ０％

人
件
費
割
合

６０％ １０．７２円 １０．６０円 １０．３６円 １０．１８円 １０円
訪問介護／通所介護／特定施設入居者生
活介護／小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護 等

４０％ １０．４８円 １０．４０円 １０．２４円 １０．１２円 １０円

訪問看護／訪問リハビリテーション
通所リハビリテーション
介護老人福祉施設／介護老人保健施設／
介護療養型医療施設 等

見
直
し
後

上乗せ割合 １５％↑ １０％ ６％ ５％↑ ０％

人
件
費
割
合

７０％ １１．０５円 １０．７０円 １０．４２円 １０．３５円 １０円 訪問介護／居宅介護支援 等

５５％ １０．８３円 １０．５５円 １０．３３円 １０．２８円 １０円
訪問看護／訪問リハビリテーション
通所リハビリテーション
小規模多機能型居宅介護 等

４５％ １０．６８円 １０．４５円 １０．２７円 １０．２３円 １０円

通所介護／特定施設入居者生活介護／
認知症対応型共同生活介護
介護老人福祉施設／介護老人保健施設／
介護療養型医療施設 等

対象市町村 東京２３区 横浜市・名古屋
市・大阪市 等 福岡市 等 北九州市・長崎市等 左記以外の地域

計算事例
今回改定で乙地の訪問介護の場合、１単位当たり１０円に３．５％（上乗せ割合５％×人件費割合７０％）を割り増しして１０．３５円と
なる。

（出所）厚生労働省資料をもとに作成
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象拡大等に対し評価を行います。さらに、認知

症高齢者等の在宅生活の支援として、短期入所

系サービス及びグループホームで認知症の行動、

心理症状（ＢＰＳＤ＊５）に対し緊急対応をした場

合に加算します（２００単位／日 入所日から７日

を上限）。

また、４０～６４歳の若年性認知症に対しても、

現状の通所系サービスのみから施設系サービス、

短期入所系サービス、グループホームにも加算

対象の拡大を行いケアの充実を図ります。

３．主な介護サービスの改定内容

各介護サービスにおける改定項目の詳細は、

ＦＦＧビジネスコンサルティングホームページ

でご参照できます。

ＦＦＧビジネスコンサルティングホームページ

アドレス

http://www.ffgbc.com

■居宅系サービス

居宅介護支援

前回の報酬改定で導入されたケアマネジャー

１人あたりの標準担当件数が４０件を超えた場合

に、すべての件数に減算が適用される逓減制が

大きな負担となったことから、今回改定では超

過する部分にのみ適用される仕組みに見直しま

す。特定事業所加算の算定要件も緩和し、クリ

アした要件に応じ段階的に加算することになり

ます。

訪問介護

訪問介護は�短時間の頻回訪問の推進�特定
事業所加算の見直し�サービス提供責任者への
評価が主な改定項目です。

短時間の頻回訪問は訪問介護員等の処遇改善

の必要性を踏まえつつ、重度者へのサポート充

実やサービスの効率的な推進のため報酬を引き

上げます。

質の高いケアを提供している事業所を評価す

るため創設された特定事業所加算は、「訪問介

護員等のうち介護福祉士が３０％以上であるこ

と」や「利用者の総数のうち、要介護４、５で

あるものが２０％以上であること」など要件が厳

しく加算を取得している事業所が少ないため、

今回緩和の見直しが図られます。

また、サービス提供責任者の役割を評価し、

特に労力がかかる初回時及び緊急時の対応に関

する加算を創設します。

一方、３級ヘルパーは、原則として０９年３月

末で報酬上の評価を廃止します。ただし、現在

業務を従事している者については、事業者が該

当する従事者に対して、２級課程等上位の資格

を取得するよう通知することを条件に、１年間

に限定した経過措置を設けます。

訪問看護

０８年度の診療報酬改定で訪問看護ステーショ

ンの「ターミナルケア療養費」がアップ（１万

２，０００円→２万円）していることから、介護報酬

も医療保険との整合性を図る観点からターミナ

ルケア加算の要件緩和と加算のアップが行われ

ます。

この他に、居宅療養している要介護者（要支

援者）やその家族の生活上の支援を目的とした

看護職員による相談等に対する報酬を創設しま

す。

訪問リハビリテーション

訪問リハビリテーションも訪問看護同様、医

療保険との整合性を図る観点から１日単位では

なくサービス提供時間に応じた評価に見直しま

す。退院、退所直後の集中的なリハビリの提供

にも加算を引き上げます。

通所介護

通所介護は、厚生労働省の介護事業経営実態

調査（０８年）をもとに事業規模別の収支差率の状

況を踏まえ、「大規模事業所減算」を見直しま
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す。これは、月延べ利用者が９００人を越える通

所介護の報酬を１０％減算するものですが、前回

の改定で大規模事業者は大幅減収し、７５１人～

９００人（収支差率１８．１％）と９０１人以上（同１３．９％）

で収支差率が逆転現象となったことから報酬の

見直しを行います。

通所リハビリテーション

リハビリの利用者が、医療保険から介護保険

に移行しても一貫したサービスを受けることが

できるよう、外来リハビリが２時間以内で行わ

れることから１時間以上２時間未満の「短時

間・個別リハビリ」を創設します。また、医療

保険において、脳血管等疾患リハビリテーショ

ン又は運動器疾患リハビリテーションを算定し

ている病院・診療所は、介護保険の通所リハビ

リテーションを行えるよう「みなし指定」を行

います。

退院・退所後の早期かつ集中的なリハビリ

テーション実施加算や理学療法士を厚く配置す

る事業所への加算の新設をします。

一方、通所介護同様、「大規模事業所減算」

の見直しをします。

グループホーム

（認知症対応型共同生活介護）

利用者の重度化対応の一貫として、看取りに

も加算を導入します。さらに、夜勤職員の手厚

い配置に対しても夜間ケア加算を新設し認知症

ケアの質の向上を図ります。

また、地域の認知症介護の拠点として、グルー

プホームを退居する利用者が自宅や地域での生

活を継続できるよう相談援助する場合の加算を

新設しています。

小規模多機能型居宅介護

前回の介護保険の制度改正で地域密着型サー

ビス＊６として新設された小規模多機能型居宅介

護＊７は、介護事業経営実態調査で収支差率がマ

イナスだったため、事業開始後の一定期間にお

ける加算を新設し経営の安定化を図ります。

また、認知症高齢者等への対応や常勤看護職

員の配置についても加算を行います。

特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護は、手厚い人員配置

に要する経費について制度的に利用者負担に求

めることができる仕組みとなっているという特

性等を踏まえ、施設サービス等との均衡を配慮

しつつ基本サービス費の評価を見直します。た

だし、要支援１・２は引き下げとなっています。

また、医療との連携強化のため、利用者の健

康状態を記録するとともに、協力医療機関又は

主治医に対し定期的に情報提供を行う場合の加

算も新設します。

■施設系サービス

介護老人福祉施設（特別養護老人ホ－ム）

要介護度の高い高齢者を中心とした生活重視

型施設の位置付けから、重度化する入所者への

対応が必要です。そこで、認知症高齢者等が一

定割合以上入所しており、入所者数に対し介護

福祉士を一定割合以上配置している場合の加算

や基準を上回る夜勤職員の配置に対し加算を行

います。

また、看取り介護加算は、従前の重度化対応

加算の要件のうち看取りに関する要件を集約し

見直します。これに伴い重度化対応加算は廃止

されます。

さらに、常勤医師の配置についても加算を引

産業調査

Keyword
＊６ 地域密着型サービスとは、住み慣れた自宅や地域での生活を継続できるようにするため、２４時間体制のサポートや認知症ケアの充

実を図り、利用者の日常生活圏域ごとに拠点を置いた地域に開かれたサービスとして前回の改正で新設されました。小規模多機能
型居宅介護、認知症対応型共同生活介護等６つのサービスがあります。

＊７ 小規模多機能型居宅介護とは、「通い」を中心として利用者の様態や希望に応じ随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせて提供す
るサービス。利用定員は１事業所当たりの登録定員を２５名以下とし、「通い」の１日当たり定員を概ね１５名以下、「泊まり」の１日
当たりの定員を概ね９名以下としています。
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き上げます。

介護老人保健施設

在宅復帰支援機能加算は、「在宅復帰者の割

合が５０％」という現行の要件が厳しいため、在

宅への退所者の割合によって段階的な評価をし、

入所者の在宅復帰支援機能の強化を促します。

ただし、ターミナルを迎える入所者も多いこ

とから、看取りについても報酬上評価します。

さらに、夜勤の職員配置が基準を上回る配置を

している場合も加算します。

療養病床転換の受け皿のひとつである介護療

養型老人保健施設については、医薬品費等のコ

ストの実態を踏まえ基本サービス費が引き上げ

となります。

また、医療機関から入所した者の割合と家庭

から入所した者の割合の差が３５％以上を標準と

する施設要件については、周辺における医療機

関の有無や定員数に応じた特例を設けます。

介護療養型医療施設

特定診療費＊８のリハビリテーションは医療保

険との整合性から見直しが行われます。現在、

特定診療費（�）（１８０単位）の算定要件は専従理
学療法士１名以上で、医療保険の脳血管疾患等

リハビリテーション（�）（１００単位）や運動器リ
ハビリテーション（８０単位）と同等なため、今回

改定で報酬は大幅な引き下げとなります。

４．処遇改善に取り組む介護事業者への助成

０９年度介護報酬改定に加え、厚生労働省は介

護従事者の処遇改善の取り組みへの総合支援策

として助成金を整備します。

既に「介護基盤人材確保助成金」で、介護分

野の新サービスを提供する事業者に対し、雇用

管理の改善を推進するため特定労働者（社会福

祉士、介護福祉士、訪問介護員（１級）を有し、

かつ実務経験１年以上の者等）を雇入れた場合

に１人当たり７０万円を上限に助成（１事業所３

人まで）しています。

０８年１２月からは、介護事業者が介護業務未経

験者を採用した場合、１人当たり年間５０万円を

支給する制度（１事業者３人まで）をスタート。

さらに、年長フリーター等を雇入れした場合は、

助成金を１人当たり１００万円に引き上げする方

向です。最近の雇用情勢による失業者への受け

皿と介護従事者の人材不足解消のための対策が

予定されています。

５．介護報酬改定に対する見方

今回の介護報酬改定について、介護施設への

出向経験を持ち、現在は福岡銀行ソリューショ

ン営業部医療教育グループで介護分野への融資

案件やコンサルティングに多く携わっている日

野主任調査役は次のような見解です。「今回の

改定は介護従事者への処遇改善を主眼としたも

ので、前回ほど大きな制度的な変更はありませ

んが、社会保障費削減の流れの中で、プラス改

定となることは多少なりとも意味のあるもので

す。

しかしながら、２０１２年度改定は診療報酬との

ダブル改定でもあり、介護保険制度の維持・改

善を目的として、さらに施設から在宅への移行

を促すような大幅な制度変更が予想されます。

Keyword
＊８ 特定診療費とは、病院または診療所（介護療養型医療施設）における、包括以外に算定できる出来高部分を指します。

福岡銀行ソリューション営業部医療教育グループメンバー
日野主任調査役は後方左から２番目
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今回のプラス改定を大いに活用し、しっかり

と“介護の質”を高め、地域住民から支持を得

ておくことが、３年後の改定への備えとして重

要ではないかと考えています。」

介護事業者の現場の意見として、有料老人

ホーム等を多数運営しているサンコーケアライ

フ株式会社の代表取締役藤井義則氏に今回の介

護報酬改定と介護従事者の雇用環境についてお

伺いしました。

「今回の介護報酬改定による影響を当社内で

試算したところ、事業所自体の収入アップは少

ないと考えています。また、新聞等でも『３％

のプラス改定により賃金が２万円引き上げられ

る』と取り上げられていますが情報先行である

と感じています」と今回のプラス改定は不十分

と訴えます。

一方、介護従事者の採用は、「ここ数年景気

が比較的良かった時期は採用が厳しい状況でし

たが、昨年の暮れより応募者数が男性を中心に

増えている」と雇用環境の変化を説明します。

６．まとめ

０９年度介護報酬改定は、介護従事者の処遇改

善、人材の定着が最大の課題ですが、一律に従

事者に還元されるものではないということ、そ

して、今回の改定では抜本的な処遇改善と問題

解決には至らないというのが大方の見方です。

しかしながら、人材の雇用対策が各介護事業

者の経営にとって最大のテーマの一つであるこ

とは間違いありません。改定に伴い各介護事業

者は、サービスごとに収支のシミュレーション

を行う中で、経営のビジョンや人事戦略に対す

る点検とケアの質の向上への取り組みについて

の再検討が重要となります。

現在の雇用情勢や政府による助成金等の新設

で、介護事業者にとっては追い風になっていま

す。

一方で、介護業界全体としては、中長期的な

雇用対策が課題であり、安定した賃金モデルと

それに対応可能な介護報酬体系の構築が急務で

あると考えます。

（松野 浩介）

産業調査

【会社概要】

サンコーケアライフ株式会社
所 在 地 福岡県嘉麻市鴨生９４番地１９
設 立 ２００３年１０月
事業内容 有料老人ホーム、グループホーム、通所介護

開発、運営
事 業 所
・介護付有料老人ホームライフステイいなつき（嘉麻市）
・住宅型有料老人ホームライフステイむなかた（宗像市）
・グループホームえださか（嘉麻市）
・グループホームけやき（嘉麻市）
・デイサービスセンターけやき（嘉麻市）
・デイサービスセンターいなもと（宗像市）
・ケアプランセンターいなもと（宗像市）
・ヘルパーステーションいなもと（宗像市）
関係会社運営事業所
・介護付有料老人ホームクレアトゥール６０（福岡市城南区）
・グループホームわらい（北九州市戸畑区）
・介護付有料老人ホーム ライフステイからつ（唐津市）

平成２１年３月オープン予定 １１３室

サンコーケアライフ株式会社
代表取締役 藤井 義則氏

ライフステイむなかた
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九州の工場立地と製造業の動向

表１ 業種別の工場立地件数

産業
０２年～０７年 ０８年上期
立地
件数

構成
比（％）

立地
件数

構成
比（％）

一般機械器具 １６５ １６．６ １５ １５．５
食料品 １３９ １４．０ ８ ８．２
金属製品 １２５ １２．６ ２２ ２２．７
輸送用機械器具 ９６ ９．７ ６ ６．２
電気機械器具 ９１ ９．２ ８ ８．２
電気機械器具 ４３ ４．３ ６ ６．２
電子部品・デバイス ３８ ３．８ １ １．０
情報通信機械器具 １０ １．０ １ １．０
プラスチック製品 ７５ ７．５ １４ １４．４
その他 ３０３ ３０．５ ２４ ２４．７
立地件数合計 ９９４ １００．０ ９７ １００．０

（注）「一般機械器具」は「はん用機械」「生産用機械」
「業務用機械」の合算

（出所）九州経済産業局資料をもとに FFG作成

はじめに
世界的な金融危機の影響が九州にも波及し、

急速な需要減少に見舞われた製造業は、活発
だった生産活動から一転して生産調整の動きを
強め、工場新設や増設の動きは２００８年上期以降、
慎重なものへと変化しつつあります。このレ
ポートでは、「工業統計調査」（経済産業省）と＊
「九州の工場立地動向調査」（九州経済産業局）
を元に、九州の工場立地と製造業出荷額の動向
について振り返り、鉱工業生産指数により製造
業の現状を考察します。
＊九州経済産業局が実施している工場立地動向調査で計上されて
いるのは、製造業、電気業（水力・地熱発電所を除く）、ガス業、
熱供給業のための工場又は事業場を建設する目的をもって、１，０００
�以上の用地を取得（借地を含む）した者としています。

１．九州における工場立地動向

�立地件数の推移
製造業出荷額増加を支えた好調な工場立地

九州７県の製造業出荷額は２００２年の１８兆
１，０００億円をボトムに、活発な工場立地の動き
とともに増加へと転じ、０７年には０２年比２７．６％
増の２２兆９，０００億円へと増加しました。しかし、
その伸びを支えてきた工場立地の動きをみると、
０８年上期（１～６月）は前年同期比▲１３件の９７件
にとどまりました。また、下期（７～１２月）に入っ
て経済環境の急激な変化などにより、工場立地
に対する企業の姿勢は慎重なものへと変わって
きています。続いて、０２年から０７年にかけての
業種別の状況を整理してみます。

�業種別での立地状況（０２年～０８年上期）
立地件数は一般機械器具が最多

０２年～０７年にかけて九州７県に立地した工場
（電気、ガス、熱供給業を除く）を業種別でみる
と（表１）、件数で最も多かったのは一般機械器
具（１６５件）、次に食料品（１３９件）、金属製品（１２５
件）と続いています。加工組立型の一般機械器
具、金属製品、輸送用機械器具のほか、食料品
の工場立地も堅調でした。０８年上期も９７件の立
地があり、活発な状況が続きました。
次に、九州の製造業の大きなウェイトを占め

ている自動車と半導体・液晶の関連産業につい
て、立地件数を半期毎に集計したのが図２です。
自動車関連産業の立地件数は０４年上期以降、増
加基調で推移し、直近の０８年上期においても３１
件と高い水準にあったことがわかります。一方、

地域経済調査

図２ 九州における自動車、半導体・液晶関連等の立地件数図１ 九州の工場立地件数と製造業出荷額等の推移

（出所）九州経済産業局「九州の工場立地動向調査」、経済産業省「工業統計調査」 （出所）九州経済産業局「九州の工場立地動向調査」
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図３ 九州各県の自動車、半導体・液晶関連工場立
地件数（０２年上期～０８年上期）

（出所）九州経済産業局「九州の工場立地動向調査」をもとに FFG作成

半導体・液晶関連産業は、０４年下期での１８件の
ピーク以降、１０件以上の実績がコンスタントに
続いていますが、０７年上期、０８年上期は１０件を
下回るなど、徐々に減少する状態にありました。

�各県別での立地状況
自動車関連は福岡県、半導体・液晶関連は熊本

県に多く立地

図３は工場立地件数がボトムだった０２年上期
から直近の０８年上期までの総件数と、自動車と
半導体・液晶関連の立地件数を、九州各県別に
整理したものです。
自動車関連工場の立地は、トヨタ自動車九州

や日産自動車九州工場などが操業している福岡
県（９４件）が最も多く、続いてダイハツ九州大分
工場のある大分県（４１件）、熊本県（２３件）などと
なっています。
半導体・液晶関連工場の立地が多かったのは、

豊富な水資源などの条件を備えている熊本県
（４３件）のほか、福岡県（２７件）、鹿児島県（１７件）
などです。
立地件数の総合計をみると、自動車、半導体・

液晶関連立地が多い福岡県（３９１件）と熊本県
（１５９件）に集中しています。続いて鹿児島県（１２９
件）、大分県（１１３件）の立地が多くなっています。

２．九州における製造業出荷額の動向
０３年以降、九州においても工場立地が活発化
するとともに、製造業出荷額等も順調に増加し

ました。ここでは、業種別での動きを見てみます。

製造出荷額の増加率が高かったのは基礎素材型

と加工組立型産業

九州７県の０７年の製造業出荷額等は、輸出型
製造業が主導し２２兆８，８３０億円に達し、０２年比
２６．７％増加しています（表２）。
産業構成比が上位にあり増加率が高かった業

地域経済調査

表２ 九州７県の製造業出荷額等の変化（０２年～０７年）

九州 ０７年
構成比（％） 増減率（％）

０２年～０７年０２年 ０７年
地方資源型 ５８，７８３ ３０．８ ２５．７ ５．６
食料品 ２６，６５７ １３．７ １１．６ ７．９
飲料・たばこ・飼料 １５，１１０ ７．８ ６．６ ６．７
繊維工業 ２，３８４ １．６ １．０ ▲１８．５
窯業・土石製品 ８，９４４ ４．７ ３．９ ６．４
パルプ・紙加工品 ３，６１１ １．７ １．６ １４．６
木材・木製品 ２，０７８ １．３ ０．９ ▲９．６
雑貨型 １０，８４５ ５．６ ４．７ ８．１
家具・装備品 １，７０２ １．１ ０．７ ▲１６．０
印刷・同関連 ４，０９９ ２．４ １．８ ▲５．２
プラスチック製品 ５，０４５ ２．０ ２．２ ３７．２
基礎素材型 ４４，４４７ １４．６ １９．４ ６８．２
化学工業 １５，９２９ ５．９ ７．０ ４９．８
石油・石炭製品 ６，９４１ １．９ ３．０ １０１．４
鉄鋼業 １７，４５２ ５．１ ７．６ ８９．９
非鉄金属 ４，１２５ １．７ １．８ ３０．５
加工組立型 １０５，９５７ ４５．０ ４６．３ ３０．３
金属製品 ９，２３３ ４．８ ４．０ ７．０
一般機械器具 １９，１２８ ７．３ ８．４ ４５．６
電気機械器具 １５，７０６ ５．３ ６．９ ６３．５
電子部品・デバイス ２２，７３９ １１．２ ９．９ １２．８
輸送用機械器具 ３７，２６７ １５．６ １６．３ ３２．４
精密機械器具 １，８８３ ０．９ ０．８ １２．６
その他 ８，７９８ ４．０ ３．８ ２２．５
製 造 業 計 ２２８，８３０ １００．０ １００．０ ２６．７

（注） 秘匿等によるデータ不明業種はその他に集約
（出所）経済産業省「工業統計表」、各県「２００７年工業統計調査（速報）」

（単位：億円）

図４ 九州における業種別出荷額の推移
（構成比上位８業種）（２００２年＝１００）

（出所）経済産業省「工業統計表」、各県「０７年工業統計調査（速報）」
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種は、基礎素材型産業の鉄鋼業（８９．９％増）、化
学工業（４９．８％増）などでした（図４）。加工組立
型産業では、電気機械器具（６３．５％増）、一般機
械器具（４５．６％増）、輸送用機械器具（３２．４％増）
の増加率が高くなっています。
一方、減少したのは繊維工業（１８．５％減）、家

具・装備品（１６．０％減）、木材・木製品（９．６％減）
など、国内向け出荷が多い地方資源型や雑貨型
の産業でした。

３．指数にみる九州の鉱工業生産水準
製造業出荷額は０７年まで順調に増加していま

したが、０８年の１０月以降、輸出型製造業を中心
に殆どの業種の生産指数が急低下しています。
続いて、主要業種の生産状況を、鉱工業生産指
数（２００５年＝１００）からみていきます。主要業種
の生産指数の動きを図５－�～�に、月単位（折
線・左軸）と年単位（棒線・右軸）で示しています。

�鉄鋼業
【０８年１２月の指数水準】‥‥‥‥８４．７
【０８年の指数水準】 ‥‥‥‥‥１０４．５

○単月の指数は、９８年ボトムの水準（８２．０）近く
にまで低下している。

�化学工業
【０８年１２月の指数水準】‥‥‥‥９２．８
【０８年の指数水準】 ‥‥‥‥‥１０５．９
○単月の指数は０６年のボトム水準（９０．８）に近づ
いている

○０８年に直近のピークがあり、０８年の指数水準
は高い

�一般機械工業
【０８年１２月の指数水準】‥‥‥‥８１．８
【０８年の指数水準】 ‥‥‥‥‥１０３．０
○０７年１月をピークに徐々に低下傾向にあり、
０８年１２月に急低下している
�電気機械工業
【０８年１２月の指数水準】 ‥‥‥１３１．３
【０８年の指数水準】 ‥‥‥‥‥１２０．０
○太陽電池モジュールや風力発電関連の生産が
牽引し、生産指数は増加している

○０２年を谷として増加に転じ、現在まで生産指
数の増加が続いている

図５－� 鉄鋼業の生産指数の推移
（２００５年＝１００）

図５－� 化学工業の生産指数の推移
（２００５年＝１００）

（出所）九州経済産業局 （出所）九州経済産業局

図５－� 一般機械工業の生産指数の推移
（２００５年＝１００）

図５－� 電気機械工業の生産指数の推移
（２００５年＝１００）

（出所）九州経済産業局 （出所）九州経済産業局
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�電子部品・デバイス工業
【０８年１２月の指数水準】‥‥‥‥８２．１
【０８年の指数水準】 ‥‥‥‥‥１２３．５
○０８年１２月の指数は前月比３２ポイント低下し、
０２年のボトム水準（８５．９）に接近
�輸送機械工業
【０８年１２月の指数水準】‥‥‥‥９０．７
【０８年の指数水準】 ‥‥‥‥‥１２１．３
○０８年１２月の指数は０４年のボトム水準（８３．９）近
くまで急低下している

�自動車関連工業
【０８年１２月の指数水準】‥‥‥‥８０．９
【０８年の指数水準】 ‥‥‥‥‥１１６．２
○０８年１０月から急低下し、０５年のボトム（８７．２）
よりも低い水準となっている

�半導体関連工業
【０８年１２月の指数水準】‥‥‥‥７９．５
【０８年の指数水準】 ‥‥‥‥‥１２２．４
○０７年１２月をピークに低下し始め、０８年１０月か
ら急低下し、０３年のボトム（８２．８）よりも低い
水準となっている

太陽電池や風力発電により電気機械は増加

多くの業種が０７年から０８年に生産のピークを
迎え、０８年１０月以降に急低下しています。特に、
鉄鋼業、電子部品・デバイス、自動車関連、半
導体関連では、近年最も低い水準にまで一気に
生産指数は低下しています。そうしたなかに
あって、電気機械のみは太陽電池、風力発電関
連の生産の増加により、指数は増加しました。

おわりに
好調だった輸出型製造業を中心に減産の動き

が顕在化し、工場立地の延期や既存工場の再配
置など先行き不透明感が広がっています。しか
し、現在留意すべきことは、低下している生産
水準が過去からの生産規模のどれくらいの位置
にあるのかなど、客観的に現状を把握し対応を
図ることだと考えます。
急速な減産の影響が懸念される一方で、太陽

電池関連などの生産は増加しています。速やか
な生産調整の進展とともに、新たな産業分野の
活発な生産活動が、製造業全体に波及していく
ことが期待されます。 （島浦 誠）

地域経済調査

図５－� 電子部品・デバイス工業の生産指数の推移
（２００５年＝１００）

図５－� 輸送機械工業の生産指数の推移
（２００５年＝１００）

（出所）九州経済産業局 （出所）九州経済産業局

図５－� 自動車関連工業の生産指数の推移
（２００５年＝１００）

図５－� 半導体関連工業の生産指数の推移
（２００５年＝１００）

（出所）九州経済産業局 （出所）九州経済産業局
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創業以来「食の文化を追求し、
豊かなフードサービスをクリエ
イトする」ことを使命とし、常
に「感謝・尊敬・反省」の念を
忘れずに「お客様第一主義」を
貫かれる福山社長の真摯な取り
組みに見習うことばかりです。
今後も益々発展されるものと確
信しています。

私の「経営理念」

私の経営理念は、「公共性の高い
立地に展開する飲食企業としての社
会的責任を認識し、安心・安全な企
業を目指す」ということです。当社
は都心や駅、サービスエリアなどで
レストラン、菓子店など２８店舗を
展開していますが、異物混入を防ぐ
センサーを各工場に設置したり、人
的なミスを防ぐために２重チェック
の仕組みを取り入れたりするなど、
安全面の徹底に注力しています。
また新商品開発も経営の根幹と考
え、「美味しさ」と「独自の味」を
追求し、個性溢れるフードサービス
企業を目指すという基本方針のもと
経営にあたっています。特に私は商

品開発にあたって女性社員の感性を
十分に取り入れるよう心がけており、
「天神バーガー」や「酢イーツ」と
いったヒット商品を生み出しました。
また昨年には「ベティママ」という
新業態店舗をスタートいたしました
が、ここでは当社の人気商品である
ロールケーキとシュークリームに品
揃えを絞り込み、最高の味を楽しん
でいただくために店舗での手作りに
こだわっています。お客様にも大変
ご好評いただいておりまして、今年
２月には福岡空港へも新規出店いた
しました。
今後も、九州の中堅フードサービ
ス企業として、存在感のある企業と
なることにより会社も従業員も共に
栄える企業を目指してまいります。

当社の「セールスポイント」

私どもは１９７３年から九州自動車
道広川サービスエリア下り線の運営
を行っていますが、昨年全面的な建
て替えを行いリニューアルオープン
いたしました。この大改装は当社に
とっても大プロジェクトで、九州の
ランドマークにしようという意気込
みで開発に臨みました。
その中でも特に私がこだわったの
は店内の女性用トイレです。ドライ
ブに疲れたお客様におもてなしをし
たいという気持ちで、ホテル並みの
パウダールームを併設した女性用ト
イレを作りました。またお土産もの
コーナーもデパ地下をイメージして、
広々とした高級感を実現しています。

おかげさまで、初めて来られるお客
様から感嘆の声がもれるのを何度も
聞きましたし、順調にお客様数も増
えております。
昨年の大規模な投資により設備面
は十分に整いましたので、これから
はおもてなしの心を維持、向上させ
ていかなければならないと考えてい
ます。我が社では１年前にＱＳＣ（品
質・サービス・清潔さ）向上委員会
を作って、従業員教育に取り組んで
います。笑顔や挨拶は仕事に誇りを
もち楽しく取り組むことで自然に出
てくるものです。これからも、従業
員のやりがいを向上させる仕組みづ
くりを考えると共に、経営陣が身を
もっておもてなしの心の大切さ発信
していきたいと考えています。

h e a r i n g . 0 1

事｜業｜概｜要

会 社 名／風月フーズ株式会社
所 在 地／福岡市南区野間１丁目１１番８号
事業内容／レストラン経営及びパン、菓子製造販

売・小売
設 立／１９４９年５月
資 本 金／１億円

従業員数／正社員１４４名、パート・アルバイト６６１名
年 商／５０億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９２‐５５１‐００３１
Ｆ Ａ Ｘ／０９２‐５１２‐７６０７
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.fugetsu.co.jp

代表取締役社長

福山 義朗氏

風月フーズ 株式会社

推薦者コメント

福岡銀行 天神町支店
田代支店長コメント

13FFG調査月報 2009年3月



いつもお元気で、考え方のス
ケールが大きな小笠原社長。動
物や環境も大切にされ、来園者
の良き思い出づくりのための
様々なアイデアは私も大変勉強
になります。自社の発展のみな
らず、阿蘇や熊本県全体の発展
にも一生懸命取り組んでおられ
る社長です。

h e a r i n g . 0 2

私の「経営理念」

私の経営理念は、「共生」を基本
とし、お客様との真心溢れる豊かな
交流を通じて、面白く、楽しく、ワ
クワクする時間を提供することです。
「共生」とは、人、動物、自然等、
互いの生命の尊厳に対する深い認識
の上に成り立つ大いなる繋がりであ
ると私は考えており、そうした中で、
お客様や取引先、社員、会社の笑顔
を追求しています。
そして、経営理念を実践するため
の基本方針を５つ掲げ、全社員への
浸透を図っています。
１．顧客を最も大切にする
２．取引先を協力者として最も大
切にする

３．社員の生きがいのある仕事を
最も大切にする

４．社会の信頼と貢献を最も大切
にする

５．自然と環境を最も大切にする
また、私どもサービス業にとって
は、お客様と身近に接する「社員こ
そが商品」であるため、人材教育・
訓練には特に注力している他、私自
身も「その道に於いて賢し」の言葉
を胸に、社員の手本としての道と経
営者としての道を誠実に一心不乱に
歩み続けるよう努めています。
これからも、他の生命に対する感
謝の気持ちを忘れず、人と動物と自
然とが仲間として共に生きていくこ
との大切さ、すばらしさを社会へ発
信していく所存です。

当社の「セールスポイント」

当社が運営している「カドリー・
ドミニオン」は、「ふれあいの国」
と意訳しており、９５種１，１００頭羽以
上の愛らしい動物たちとの「ふれあ
い」をテーマにした世界でも珍しい
動物ワールドです。
特に、テレビでおなじみの天才チ
ンパンジー「パン君」とブルドッグ
の「ジェームス」を主役にしたスー
パーエンターテイメント「面白動物
ショー」は、人気急上昇中です。
また、現業を活かした事業展開と
して、ペットと安心して泊まれる本
格温泉宿「御宿 小笠原」を営んで
おり、全室離れ形式の天然温泉付き
お部屋で、かつ阿蘇登山道に直結し

た立地は、阿蘇の観光や周辺の観光
旅行の拠点としても非常に便利との
評価を頂いています。
さらには、農業高校の生徒が発案
した九州産米粉と熊本産メロンを使
用したメロンパンの販売も行ってお
り、地産地消そして観光消費額の増
大を通じた地域振興を推進していま
す。そうした中、現在は九州新幹線
の全線開通による商圏の拡大を睨み、
熊舎の改修や新しいショーの企画、
ペットと泊まれるお宿の新規開設等
を検討しています。
今後も、社会の変化や多様化する
顧客ニーズを的確に捉え、今の事業
を活かせる範囲での経営の多角化を
図り、お客様に喜んで頂けるサービ
スを提供してまいります。

事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 阿蘇熊牧場
所 在 地／熊本県阿蘇市黒川２１６３
事業内容／動物園、テーマパーク
設 立／１９７３年６月
資 本 金／４，０００万円

従業員数／正社員３０名
年 商／１２億円（２００８年３月期）
Ｔ Ｅ Ｌ／０９６７‐３４‐２０２０
Ｆ Ａ Ｘ／０９６７‐３４‐０８４６
Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.cuddly.co.jp/

株式会社 阿蘇熊牧場

推薦者コメント

熊本ファミリー銀行宮地支店
八本支店長コメント

代表取締役社長

小笠原 徹朗氏
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本山社長は、お客様の要望に
対し、決してＮＯと言わずどう
すれば出来るかを常に考えてこ
られました。
結果、今までになかった、大
型製品の開発に成功され、石膏
型製作では国内トップの技術を
持たれています。今後も、更な
る技術革新を目指し発展される
ことでしょう。

私の「経営理念」
私の経営理念は、「信頼と努力と
融和」です。弊社が扱う全ての製品
が開発を伴う受注生産であり、お客
様からの信頼に応える製品づくりこ
そが、私の経営の根幹を支えていま
す。また、様々なご要望に対して、
決して「ＮＯ」と言うことなく求め
られた製品を造り上げてきました。
創意工夫に要する努力は個人に依る
ものでなく、社員同士の融和によっ
て為されるものであると考えていま
す。
このような考えに至ったのは、自
らの体験によるものです。学校を卒
業し電機メーカーに技術サービスマ
ンとして勤めていた私は、実家の波
佐見町（長崎県）に帰り家業である陶

磁器の石膏型製作を手伝うことにな
りました。全く違う世界からの転職
であり、既成概念に囚われずに自由
な発想で仕事に取組みました。
陶磁器用の石膏型を作る傍らで、
耐火煉瓦の鋳造用ノズルの鋳型製作
などを手がけるようになり、実家に
戻った翌年（１９７１年）に工業製品部
門を分離する形で独立しました。以
来、顧客からの新たなニーズに対応
するため工夫を重ね、他分野の様々
な要素を事業に取り入れながら、社
員の融和と努力により顧客との信頼
関係を築いてきました。
今後も、顧客から信頼される事業
を担う人材育成を進めて会社の安定
化を図り、ひいては地域社会の活性
化に貢献して参ります。

当社の「セールスポイント」

石膏による鋳型製作の特徴は精密
な形状加工が容易で、多品種少量の
特殊な部品に対応し易いことです。
当社の強みは、これまでにはな
かった大型の形状の石膏型製作を可
能にしていることです。例えば、当
社で作る最大の製品は、ジェット旅
客機の垂直尾翼を取り付ける土台部
分の鋳型の石膏型で、長さは約４�
あります。大型の石膏型製作で課題
となる強度不足を、当社では特別な
補強材等を用いることで解決を図り
ました。
このほか、当社はこれまでテレビ
のブラウン管、液晶パネルなどガラ
ス工業用の石膏型を数多く生産して

きました。現在の主力商品は太陽光
発電に関わる製造装置の一部です。
太陽光発電装置においては、現在、
結晶系シリコンを電池素材とする方
式が主流であり、各メーカーとも生
産能力を相次いで拡大しています。
当社が担当しているのは、シリコン
インゴットの生産に使用する、石英
ルツボ製造用の石膏型の供給です。
このように、従来なかった手法を
石膏型造りに取り入れることによっ
て、お客様の様々なニーズに応えて
います。
これからも品質向上と短納期化に
努め、環境エネルギーの一端を担う
太陽光発電装置の生産を、さらに拡
大していきたいと考えています。

h e a r i n g . 0 3

事｜業｜概｜要

会 社 名／有限会社 本山石膏製型
所 在 地／長崎県東彼杵郡川棚町百津郷３６４－３６
事業内容／石膏型製作・加工
設 立／１９８８年９月（創業１９７１年）
資 本 金／１，０００万円

従業員数／１２名
年 商／２億円
Ｔ Ｅ Ｌ／０９５６‐８２‐２６７４
Ｆ Ａ Ｘ／０９５６‐８２‐４２４３

代表取締役

本山 義昭氏

有限会社 本山石膏製型

推薦者コメント

親和銀行 川棚支店
有馬支店長コメント
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「「医医業業経経営営ビビジジネネスス交交流流会会２２００００９９」」をを開開催催ししままししたた

２００９年１月２４日、ふくお

かフィナンシャルグループ

及び傘下行の主催による

「医業経営ビジネス交流会

２００９」を福岡山の上ホテル

にて開催しました。交流会

当日は降雪となりましたが、

九州・山口全域から１００病

院を超える２００名近くの病

院経営者と幹部の方々にご

参加いただき盛況に行われ

ましたので、この模様をご

紹介致します。

病院経営の今後の方向性を

探る

本会は、「医療制度改革を

見据えた病院経営を考える」

と題し、病院経営の今後の方

向性を探るとともに医療圏や

県境を越えた病院経営者の交

流を目的に基調講演・医療機

能別セミナーと交流会が行わ

れました。

講師陣は、全国的に高名な

病院経営者や医療介護経営に

精通した大学教授の先生方を

お招きし、医療制度改革の現

状や介護報酬改定の基調講演

と急性期病院、慢性期病院、

精神科病院の３つに分かれて

の医療機能別セミナーを行い、

大変貴重なご講演をいただき

ました。

さらに、講師の先生方のご講

演後にはご参加者から熱心な

質疑が交わされました。

ここで、講演の一部をご紹

介させて頂きます。

慢性期病院向けセミナー

「慢性期医療と療養病床転

換の行方」

慢性期病院向けセミナーで

は、特別医療法人恵和会西岡

病院 理事長で社団法人全日

本病院協会 会長の西澤先生

に「慢性期医療と療養病床転

換の行方」をテーマにご講演

頂きました。

西澤先生からは、「慢性期

病棟の入院患者に対して、医

療提供が不可欠な疾病特性・

状態を定め、各患者に対する

医師・看護師・介護職員など

の業務量、薬剤費、医療材料

費等によって診療報酬をきめ

るケースミックス分類を行う

べき」とし、慢性期入院医療

ＦＦＧニュース

講演風景

特別医療法人恵和会西岡病院 理事長
社団法人全日本病院協会 会長 西澤 寛俊 氏
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についても急性期医療と同様

に医療の質の評価が求められ

るとのご発言がございました。

さらに、「医療区分２・３

が医療療養病床の対象となり、

医療区分１は介護施設の対象

となる流れができており、介

護療養病床は療養型老健に誘

導されている」とご指摘。

また、２０１２年度の診療報

酬・介護報酬同時改定では、

医療保険と介護保険の整合性

を確保できるよう整理してい

くことが必要であり、さらに

私見としながらも「現在の老

建施設は介護報酬で医療が包

括されている。それを外付け

にしてもよいのではないか」

とも述べられました。

県境を越えた病院経営者の

方々の交流

本会は、医療制度改革や介

護報酬改定など変革の大きい

病院経営において、「同じ医

療機能をもつ病院同士が幅広

く情報交換を行える交流の場

を設けて欲しい」とのお客様

のご要望にお応えしたもので

す。

交流会では、ご参加者と講

師陣及びふくおかフィナン

シャルグループの役員との意

見交換をはじめ、ＦＦＧ傘下

行の医療介護専門部署である

医療チームの担当者が、熊本

県や長崎県の病院経営者に同

じ医療機能をもつ福岡県内の

病院経営者をご紹介するなど

の形で意見交換が活発に行わ

れました。

また、福岡県、熊本県、長

崎県、九州大学、長崎大学、

福岡大学、久留米大学、国際

医療福祉大学の皆様からは、

本会開催の趣旨にご賛同いた

だき、ご後援をいただきまし

た。交流会には、ご後援の大

学病院等関係者の方々もご参

加され、病院経営者・幹部の

方々と意見交換や親睦を図っ

ていただきました。

ご参加者のアンケートでは、

「満足度の高い交流会であっ

た」、「次回開催の場合参加し

たい」とのご意見を多数頂戴

いたしました。

今後とも、ふくおかフィナ

ンシャルグループでは、お客

様のご要望・ご期待にお応え

するセミナーや交流会の開催、

情報発信に努めてまいります。

（松野 浩介）

交流会風景
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新しいインクジェット技術が
医療や食品の開発現場を変える？

福岡工業大学 情報工学部 情報工学科 松尾一壽 教授
インクを押し出し塗布する従来型のインクジェット技術とは全く異なり、プラ
ス電圧をかけたノズルから出るプラス電極を帯びたインクが、出口付近に仕掛
けた対向電極（マイナス電極）に反応し、引き寄せられる形でインクが飛び出す
技術です。従来型よりも飛び出す粒子が微小かつ均一化した扇形を形成するた
め、塗布技術の領域においては、インク以外で応用すれば、医療や食品分野で
の培養技術など極めて細やかな作業を要する場面で活躍しそうです。

先生の自己紹介をお願いします！

先生 情報機器に関する研究を行っています。現
在の研究テーマは、インクジェット技術の
応用研究です。

どんな技術ですか？

先生 一般にインクジェットとは、微細な内径の
ノズルから微小なインク液滴を押し出して
利用する技術です。例えば、パソコンのプ
リンタが良く知られています。その技術も
今や工業用から「再生医療」や「食品」分
野における開発現場での利用など、実に広
範にわたってその応用への試みがなされて
います。その中でも本学では、電極で誘引

� � � � � �

されるインクジェット方式（静電誘引形イ
� � � � � � � �

ンクジェット方式）に着目した応用研究に
取り組んでいます。

この技術の優れているところは？
� � � � � � � � � � � � � �

先生 静電誘引形インクジェット方式は、インク
の飛ぶ形状がノズル先端から連続した一本
のインク液柱となり、やがてインク微粒子
群となって飛散する特徴を有しています。
この技術は、液柱から微粒子群までの形状
が極めて滑らかな同一インク流で生じてい
ます。更に、このインク液柱はノズル内径
の１／１０から１／１００程度と微細です。こ
の様なインク飛翔状態は、下記写真の印刷
など、色の濃淡が重要な階調画像の記録を

始めとして、各種応用が期待できます。
下図は、この技術によるインクジェットの観測と
その一応用例として階調画像記録を試みた結果で
す。この記録例からも、極めて繊細かつ滑らかな
形状を描くことが分かります。

どんなことに使えそうですか？

先生 インクジェット技術は、多分野で、応用の
試みがなされています。またこの技術によ
る新しい飛翔形状の開発によって思わぬ応
用が可能であると思われます。特に緻密な
精度が要求される「再生医療分野・食品分
野における培養技術」「種苗の品種改良」
「半導体や精密機械関連の塗布」への応用

� � �

を進めていきたいと考えています。静電誘
� � � � � � � � � � �

引形インクジェット方式の応用研究の可能
性についてのご相談をお待ちしております。

■特許出願番号 ２００７－０８９７６５

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第２回）

左図：先生の技術による階調画像（黒インクのみの単色印刷）
※ここでは、先生のインクジェット技術を十分に表現する
ことが出来ませんが、従来式と比較し、色の微妙なコン
トラストや精度は、格段に優れています。
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内陸部へシフトする中国の生産拠点REPORT

はじめに
２００８年は、中国念願の北京オリンピックが開
催された年でしたが、また改革開放政策３０周年
の節目の年でもありました。過去３０年間、中国
は外資の直接投資を積極的に受け入れ、経済の
急成長を遂げる一方、社会の「歪み」も数多く
発生しました。最大の「歪み」は、農村部と都
市部との経済格差です。農村部と都市部の所得
比は、１９９５年の１対２．７から、０７年には１対３．３
に拡大しています。そこで現在、中国政府は「歪
み」の是正に向け、経済成長戦略の見直しを進
めています。

「ハイテク型」への転換を進める企業誘致
中国は「世界の工場」と言われますが、中国

の工場と聞いて、アパレルや食品加工、おもちゃ
などのいわゆる「労働集約型」工場を思い浮か
べる方が多いのではないでしょうか。
「労働集約型」工場、特に外資の工場は輸出
のために港湾施設の整った沿海部に立地するこ
とが多く、内陸部の農村からの出稼ぎ労働者が
たくさん働いています。中国では、このような
「労働集約型」工場が多いのですが、実は電子
やバイオ、環境などの「ハイテク（知識集約）型」
工場も存在しています。
現在、中国政府は沿海部（特に上海市を中心

とした長江デルタ地域や広東省の珠江デルタ地
域）を、「労働集約型」から「ハイテク型」企業
の集積地へと転換させる構造改革を行っていま
す。中国政府が沿海部の企業誘致を「労働集約

型」から「ハイテク型」企業へ転換している理
由としては、以下の点が考えられます。

�生産品の転換…輸出の主力を競争力のある付
加価値の高い生産品に移す。

�環境対策…汚染物質を排出する工場を排除し、
同時に省エネ分野を普及させる。
※沿海部のハイテク企業・環境企業には、引き続き企業所得税
の減税措置などの優遇があります（その他の企業への優遇税
制は廃止されています）。

�都市と農村の経済格差の是正…農村部の雇用
と所得機会を拡大するために、内陸部への企
業移転を促進する。
※内陸部に進出する一定の条件を満たした外資企業に対しては、
企業所得税の減税を中心とした政策的な支援があります。

なお、現在は世界的な金融危機の影響により、
予想を上回るスピードで「労働集約型」企業の
淘汰が進むなど改革の副作用が目立っており、
中国政府が各種救済策を実施しています。しか
しながら、改革の中長期的ビジョンは変わらな
いというのが大勢の見方です。

近隣アジア諸国へシフトする外資の生産拠点
ここ数年、「チャイナ・プラスワン」という

言葉を耳にする機会が増えました。これは、中
国での生産一極集中を回避し、また生産コスト
を削減するために、近隣のアジア諸国に生産拠
点を設ける動きをいいます。
ここ数年、中国政府は、賃金水準のガイドラ

インを発表し、都市ごとに賃金水準の引き上げ

海外リポート

図１ 外資製造業のアジア諸国への移転【チャイナ・
プラスワン】の動き

春節（旧正月）に帰省する人でごった返す上海駅
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を図っています。特に低所得者層の収入レベル
の引き上げを急いでいることから、「労働集約
型」企業を中心に経営に大きな影響が出ており、
外資製造業を中心に中国から近隣アジア諸国へ
の移転やプラスワンの拠点設立を行う企業が出
ています（図１）。
しかし、近隣アジア諸国、特に「チャイナ・

プラスワン」として注目されるタイ・ベトナ
ム・インドなどの新興国は、「インフラの未整
備」や「法制運用の不透明」、「人材確保の困難」
などの課題もあり、中国以外への進出はなかな
か進んでいません。

社会の「歪み」是正と内陸部開発
冒頭で触れました農村部と都市部の経済格差

くっ き

の是正策として、中国政府は「中部崛起計画」
や「西部大開発」など、内陸部の経済振興（イ
ンフラ整備など）に多額の財政支出を行ってい
ます。
従来、内陸部は「物流整備が遅れており、し

かも沿海部への長距離輸送のため物流コストが
高い」といわれてきました。
しかし現在では、内陸部への振興策により、

内陸部と沿海部を結ぶ高速道路網の整備が急速
に進み、物流面の利便性も向上しています。ま
た、地場産業の成長が進み、多くの製品が現地

で生産されるようになったため、調達環境も改
善しています。
こうした「中部崛起計画」などの内陸部の開

発政策は、２０１１年以降の中国政府の５ヵ年計画
にも引き続き盛り込まれるものと見られており、
中国内陸部が沿海部からの受け入れ先として注
目されつつあります。

沿海部に隣接する中部地区の可能性
次に、沿海部に隣接し、「中部崛起計画」が

進む中部地区について説明いたします。中部地
区とは、山西、河南、安徽、湖北、湖南、江西
の６省をいい、外資の受け入れを積極的に奨励
しています。中国では２００８年１月に「新企業所
得税法」が施行され、沿海部ではこれまで外資
企業に与えられてきた企業所得税の優遇策
（３３％の企業所得税を１５～２４％へ優遇、２免３
減）が原則廃止されましたが、中部地区では税制
面での優遇を中心に引き続き実施されています。
また、中部地区を流れる長江は、地理的に中

国の中央を横断しており、その豊富な水量から、
河口の上海から船舶での遡航が可能です。０８年、
湖北省宜昌市に建築中の三峡ダムの貯水ライン
が海抜１７５mに達し、８，０００トン級の船舶や１
万トン級の貨物船が中部６省の西部にある重慶
まで遡航できるようになりました（三峡ダムは

海外リポート

長江デルタ地域 珠江デルタ地域

上海市 江蘇省 浙江省 山西省 河南省 安徽省 湖北省 湖南省 江西省 重慶市 広東省

ＧＤＰ（億元） １２，００１ ２５，５６０ １８，６３８ ５，６９６ １５，０５８ ７，３４６ ９，１５０ ９，１４５ ５，４６９ ４，１１２ ３０，６７４

（円換算・兆円） （１６．８） （３５．８） （２６．１） （８．０） （２１．１） （１０．３） （１２．８） （１２．８） （７．７） （５．８） （４２．９）

ＧＤＰ対前年増加率
（％） １３．３ １４．８ １４．５ １４．２ １４．４ １３．９ １４．５ １４．４ １３．０ １５．６ １４．５

一人当たりＧＤＰ
（米ドル） ８，５９４ ４，４３０ ４，８８３ ２，２１４ ２，１１２ １，５８０ ２，１１３ １，８９４ １，６５２ １，９２３ ４，３０２

人口（万人） １，８５８ ７，５４９ ４，９８０ ３，３９３ ９，３６０ ６，１１８ ５，６９９ ６，３５５ ４，３６８ ２，８１６ ９，４４９

面積（万�） ０．６３ １０．２６ １０．１８ １５．６３ １６．７０ １３．９６ １８．５９ ２１．１８ １６．６９ ８．２４ １７．７９

主な進出
外資企業 多数 多数 多数 ＡＥＳ

（米） － ユニリーバ
（英）

プジョー・
シトロエン
（仏）

フィリップス
（蘭）

フォード
（米）

フォード
（米） 多数

主な進出
日系企業 多数 多数 多数 － 日産 日立建機、

住友金属鉱山

日産、
ホンダ、
ＮＥＣ

三菱自工 －
スズキ、
ヤマハ、
いすゞ

多数

最低月額基準給与
（元） ９６０ ８５０～５９０ ８５０～６２０ ６１０～４９０ ６５０～４５０ ５６０～３９０ ５８０～３８０ ６３５～４４０ ５８０～４２０ ６８０～５２０ １，０００～５３０

（円換算・千円） （１３．４）（１１．９～８．３） （１１．９～８．７） （８．５～６．９） （９．１～６．３） （７．８～５．５） （８．１～５．３） （８．９～６．２） （８．１～５．９） （９．５～７．３） （１４～７．４）

表１ ２００７年 中国主要地域の経済指標 ※１元＝１４円にて算出

（出所）蒼蒼社「中国情報ハンドブック」ほか資料よりＦＦＧ作成
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０９年中にも完成予定）。
さらに、現在、長江流域の安徽、湖北、湖南、

江西の４省では、港湾のインフラ整備が進めら
れており、内陸部への物流事情は大きく変わろ
うとしています。
これまで説明しましたことを踏まえて、中部

地区への進出の主な優位点を纏めてみました。

�安価な労働コスト…沿海部に比べ、人件
費が２０～３０％安価（表１）

�労働者の高い定着性…中部地区は人口が
多い一方で、雇用機会が少ないため、労
働者の定着率が高い

�税制面の優遇策…一定の条件を満たす外
資企業に対し、輸入関税や増値税（日本
の消費税に相当）の免除や、期間を定め
た企業所得税の減税（２５％→１５％）などの
税制の優遇がある

�進むインフラ整備…高速道路や長江沿岸
の港湾整備が急速に進んでいる

�マーケットとしての可能性…中部地区の
総人口は約３．５億人

�地理的条件…中国のほぼ中心に位置し、
中国国内販売の物流拠点として有望

発展が見込まれる長江流域都市
長江流域の都市の中でも、今後のマーケット

や物流の中心拠点と目されているのが武漢と重
慶です（図２）。

【湖北省武漢市】…武漢市は人口約９００万人の湖
北省の省都であり、中部６省の中心都市です。
進出している日系企業の話では、「最近は道路
インフラの整備が著しく、上海までのトラック
輸送が約１２時間に短縮されるなど格段に利便性
が高まったそうです（貨物船での輸送は約３
日）」。また、中国国内販売の物流拠点」となる
ことを見越して、他地区の企業が進出（移転）し
てくる動きもあります。

【重慶市（直轄市）】…重慶市は人口約２，８００万人
の直轄市（省と同格の一級行政区画）であり、西
部地区を代表する工業都市です。現在、港湾イ
ンフラの整備を急ピッチで進めており、２００８年
末には内陸で初めての保税港区「重慶両路寸灘
保税港区」の設立が認可されました。世界経済
が低迷していく中で、今後、中国沿海部からの
シフトを含め外資の投資が見込まれています。

おわりに
世界経済が変調をきたしている中、中国の存

在感が相対的に大きくなっています。中国が今
後も成長を持続させていくためには、景気刺激
策に加え、本リポートで取り上げた内陸部の開
発による内需拡大が必要です。
すでに沿海部を中心に進出した日本企業の移

転先として、あるいはこれから中国進出を検討
する企業の進出地として、内陸部も選択肢の一
つとして考えられるのではないでしょうか。

（上海駐在員事務所 守部 直文）

インフラ整備の進む内陸都市（武漢市）

図２ 沿海部から内陸への工場移転、新設の動き

21FFG調査月報 2009年3月
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大連編

ＰＲＯＦＩＬＥ

マルヤ産業株式会社 ～大連福智精密機械有限公司～

当社（大連福智精密機械有限公司）は、福岡県
田川郡福智町に本社を構える鋳物・黒鉛電極関
連輸入販売商社 マルヤ産業株式会社の１００％出
資子会社です。
当初は、中国メーカーが造った鋳鉄鋳物の輸

入販売を行っていましたが、次第にモノづくり
の面白さに惹かれていき、また、取引先のニー
ズに細かく対応出来るようにとの考えから、
２００５年２月に自らの生産拠点を中国大連市に設
立しました。０５年１２月に完成した工場は、敷地
面積１２，６０７�、建坪４，７４５�、従業員７０名、月
間鋳造量２５０ｔで、中国では技術的に取り扱い
が難しいとされるダクタイル鋳鉄（組織中の黒鉛【グ
ラファイト】の形を球状にすることで、普通鋳鉄よりも数倍の強

度と粘り強さをもつ鋳鉄）を専門に製造しています。
当社は鋳物業界には携わってはきましたが、

モノづくりはゼロからのスタートでした。土地
の選定、許可申請、工場の設計施工、従業員の
雇用育成等全てが苦難の連続で、特に従業員採
用においては、敢えて業界未経験者を採用しゼ
ロから育成することを選択しました。天候や湿
度で完成度が変わる職人色の強い業界であり、
最初の完成品出荷までに半年の期間を要しまし
た。しかし、今では苦労の甲斐あって、国内大
手電機メーカーから安定した受注を確保するま
での技術レベルに達しています。
会社設立時から現在まで総経理を務める井手

野下氏に、経験に裏付けられた中国進出の留意
点と今後の展開について伺いました。
「メイドバイジャパン」・・・「郷に入れば郷
に従え」と言われますが、日本のモノづくりの
極意を伝えるためには、日本流を如何に自然に

浸透させていくかが重要です。
「通訳者＝意思伝達者と認識すべきであり、
進出に当たって最も重要なポイント」・・・ど
んなに流暢な日本語を話せても、日本に３年以
上滞在し、日本の文化を理解しなければ、微妙
なニュアンスを上手く伝えることが出来ません。
特に職人色の強い業界なので、経験者のほうが
通訳としては望ましいです。
「モノづくりは人が全て」・・・将来は、外注
先等の中国企業への技術指導を行っていきたい
と考えています。手探り状態での会社設立から
４年。これまでに培ってきた経験やモノづくり
の技術、信念をしっかりと伝えていくことで、
更なる品質の向上と安定に努めていく方針です。
当社は、大連で数少ない日系鋳鉄鋳物製造業

者であり、また付加価値の高いものを小ロッド
で対応できることから取引先の信頼は厚く、今
後更なる飛躍が期待されます。

大連駐在員事務所 宮城 正志

■現地法人名／大連福智精密機械有限公司
■住 所／大連市金州区経済開発区工業新区瑞新路８号
■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐４１１‐３９３２‐５８８８
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐４１１‐３９３２‐５８００

■親 会 社 名／マルヤ産業株式会社
■住 所／福岡県田川郡福智町上野３８９６番地１
■Ｔ Ｅ Ｌ／０９４７‐２８‐４７９９
■Ｆ Ａ Ｘ／０９４７‐２８‐６４９９

海外進出最前線

当社の鋳物工場

井手野下総経理
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イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、福岡銀行ソリューショ
ン営業部アジアソリューショングループまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５５５

アジア展示会情報

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国際貿易中心 ２００９中国国際ウェディング及び撮影器材博覧会 ３月１９日～３月２２日

２００９中国（北京）食器棚、階段及び木製品、床板、合板等家具材料展覧会 ３月２５日～３月２７日

第６回中国国際紡績、糸展覧会 ３月３０日～４月１日

２００９中国北京春季不動産展示交易会 ４月８日～４月１２日

２００９中国芸術博覧会及び画廊博覧会 ４月１６日～４月１９日

北京展覧館 ２００９中国国際省エネ、排気ガス減少及び新エネルギー博覧会 ３月１９日～３月２３日

２００９第１０回中国北京結婚博覧会 ３月２７日～３月２９日

第１０回中国国際セメント技術装備展覧会
４月１日～４月３日

２００９世界レーダー博覧会

第１０回中国国際科学計器及び実験室装備展覧会 ４月９日～４月１１日

２００９中国国際標識展覧会
４月１５日～４月１７日

インターネット通信展覧会

中国国際展覧中心 第９回中国北京国際石油化学技術装備展覧会
３月１９日～３月２１日

中国国際パイプ爆破防止電気自動化展覧会

２００９中国国際放送テレビ情報ネットワーク展覧会 ３月２１日～３月２３日

２００９第１１回中国国際工作機械展覧会 ４月６日～４月１１日

２００９北京国際バーベキュー、飲物、食品加工及び包装技術展覧会 ４月８日～４月１０日

中国北京第１６回国際広告新メディア新技術新設備新材料展示交易会 ４月８日～４月１１日

２００９第４回北京国際プール、入浴、SPA展覧会 ４月１４日～４月１６日

第８回国際原子力発電工業展覧会 ４月１９日～４月２２日

全国農業展覧館 第８回中国国際ギフト、贈呈品及び家庭用品展覧会 ３月１８日～３月２１日

２００９国際ドア業展覧会 ３月２５日～３月２８日

２００９第４回北京ゴルフ博覧会 ４月１０日～４月１２日

第１０回中国国際環境保護、水処理、固体廃棄物処理、流体、ポンプ、パイプ展覧会
４月１５日～４月１７日

第１０回ガス技術、天然ガス自動車、ガソリン、天然ガススタンド設備博覧会

ハイエンドビルメンテナンス展覧会 ４月１７日～４月１９日

大連
大連星海会展中心 第７回全国工芸品、観光用品、ギフト用品博覧会

３月１９日～３月２３日
第１２回春季（大連）中国骨董芸術品博覧会

第７回大連市創業プロジェクト商談会 ４月１日～４月３日

第１４回中国国際建築装飾材料（用品）展覧会 ４月９日～４月１２日

第１６回大連国際ホテル設備及び用品展覧会 ４月１７日～４月１９日

大連世界博覧広場 ２００９大連春季不動産交易大会 ３月１９日～３月２２日

天津
天津国際展覧中心 ２００９アクセサリー宝石展覧会 ３月３日～３月６日

２００９中国北方国際自転車展覧会 ３月５日～３月８日

２００９天津商貿商談会 ３月２１日～３月２３日

長春
長春国際会展中心 ２００９長春第１２回広告博覧会

３月１８日～３月２０日
２００９第１０回中国長春国際航業装備展覧会

２００９第２３回中国長春東北国際製薬機械、包装設備展覧会

３月３０日～４月１日２００９第７回中国国際医薬健康産業博覧会

２００９第１９回中国（長春）国際医療器械衛生産業博覧会

２００９吉林（長春）第１４回国際建築建材貿易博覧会

４月１５日～４月１７日２００９吉林第７回国際社会公共安全製品博覧会

建築智能、消防技術、智能交通及び警察用装備展覧会
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瀋陽
場 所 展 覧 会 名 期 間

瀋陽科学宮会展中心 ２００９第１８回（春季）瀋陽国際医療器械設備展覧会 ３月２３日～３月２５日

遼寧工業展覧館 ２００９東北第１０回国際口腔設備及び材料展覧会

３月２６日～３月２９日２００９東北第１０回国際口腔学術交流会

２００９東北国際健康産業博覧会

２００９第１２回中国東北国際工業装備博覧会
３月３１日～４月３日

２００９第１２回中国東北国際計器メーター及び工業自動化展覧会

２００９第１２回中国東北国際金物工具展覧会 ４月９日～４月１１日

２００９第１１回瀋陽国際家庭用乗用車及びビジネス用自動車特殊自動車展覧会 ４月１５日～４月２０日

瀋陽国際会展中心 ２００９第１３回中国東北溶接、切断、レーザー技術及び設備展覧会

３月３１日～４月３日

２００９第１２回中国東北国際計器メーター及び工業自動化展覧会

２００９第１０回中国東北国際プラスティック、ゴム機械及び包装工業展覧会

２００９第１１回国際機械通用部品及び製造装備展覧会

２００９第１１回中国東北国際動力伝動と制御技術展覧会

第１２回東北地区国際電力、電工技術設備展覧会

第１回東北地区節電技術設備及び新エネルギー展覧会

第１０回中国東北国際物流技術及び運輸システム展覧会

青島
青島国際会展中心 ２００９第６回中国国際ゴム及びタイヤ工業（青島）展覧会

４月１日～４月３日
２００９第４回全国輸送及び生産ライン展覧会

第９回中国（青島）国際物流展覧会

第５回国際粉体工業及びばら積み技術（青島）展覧会

第１０回中国（青島）国際紡績工業展覧会 ４月９日～４月１１日

南京
南京国際博覧中心 ２００９中国東部家禽交易会＆江蘇省・山東省・河南省・安徽省・

浙江省・上海市・江西省隣接地区牧畜・薬品・飼料工業面談会
３月１３日～３月１５日

第６回江蘇国際旋盤鋳型・溶接展覧会 ３月１７日～３月１９日

第６回薬局大会＆第１回共同経営生産品博覧会 ３月１８日～３月１９日

２００９南京服装博覧会 ３月２１日～４月２日

２００９（第１３回）南京旅行博覧会 ３月２１日～３月２２日

２００９中国薬品・保健品（南京）交易会 ３月２８日～３月２９日

２００９南京第１回婚礼祝博覧会＆長江デルタ地区婚礼祝優良製品会 ３月２８日～３月３０日

第１１回中国高速道路情報化管理及び技術検討会＆技術生産品展示会 ４月８日～４月９日

２００９中国長江船舶工業展覧会
４月１０日～４月１２日

２００９南京国際建築産業博覧会

第３回中国（南京）フランチャイズチェーン加盟創業展覧会 ４月１７日～４月１９日

上海
上海新国際博覧中心 中国華東輸出入商品交易会 ３月１日～３月５日

２００９上海国際服装紡績品貿易博覧会
３月１０日～３月１２日

第１４回中国国際ハードウェア博覧会

第１８回中国国際電子回路展覧会／国際半導体設備＆材料展覧会／
ミュンヘン上海エレクトロニカ・プロダクトロニカ

３月１７日～３月１９日

第１１回中国国際フロア材料及び舗装技術展覧会
３月２４日～３月２６日

２００９中国国際遮光＆省エネ技術博覧会／２００９中国国際門扉及びブラインド・シャッター展覧会

第１７回中国国際建築、資材展覧会＆専業屋根、壁、フロア材料及び門扉、カーテンウォール展覧会

３月３１日～４月３日
第１７回中国国際建築資材科学技術製品展覧会＆第９回中国国際セラミック及びサニタリー製品展覧会

第１８回上海国際ホテル用品博覧会

第８回中国クリーン博覧会

２００９上海励華国際カラーボックス展示会／２００９上海励華国際段ボール展示会 ４月７日～４月１０日

バスワールド・アジア展覧会 ４月８日～４月１１日

中国（上海）国際風力エネルギー展覧会＆フォーラム／第８回中国国際動力設備＆発電機展覧会 ４月８日～４月１０日

２００９世界旅行博覧会 ４月９日～４月１１日

上海国際展覧中心 第６回中国国際成人保健及び生殖健康展覧会
３月６日～３月８日

２００９第６回上海ペットカーニバル＆第６回SSAPA杯ドッグショー

中国国際フラットパネルディスプレイ展覧会 ３月１１日～３月１３日
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場 所 展 覧 会 名 期 間

第６回上海情報化博覧会 ３月１７日～３月１９日

第１２回中国国際食品添加物＆原料展覧会兼第１８回全国食品添加物製造応用技術展示会 ３月２５日～３月２７日

第１１回中国国際草花園芸展覧会 ４月１日～４月４日

第９回中国国際染料・顔料・助剤展覧会 ４月８日～４月１０日

２００９第５回ニューグレース中国国際太陽光発電展覧会 ４月１３日～４月１５日

２００８第１回健康生活方式博覧会 ４月１８日～４月２０日

上海世貿商城（上海マート） 上海ペット大会 ２月２７日～３月１日

２００９年服飾謝礼会 ３月３日～３月５日

第１４回国際集積回路フォーラム及び展覧会 ３月９日～３月１０日

２００９中国国際ワイン博覧会 ３月１２日～３月１４日

第１３回中国国際食品添加物＆原料展覧会兼第１９回全国食品添加物製造応用技術展示会 ３月２５日～３月２７日

国際エネルギー技術設備展覧会兼太陽光エネルギー発電システム展覧会 ３月３１日～４月１日

中国国際染料・顔料・助剤展覧会 ４月８日～４月１０日

２００９年服飾謝礼会 ４月９日～４月１１日

２００９中国（上海）国際インセンティブ・トラベル＆会議博覧会 ４月１６日～４月１７日

２００９上海春季芸術サロン ４月１６日～４月２０日

広州
広州中国輸出商品取引会
琶洲展館
（China Import & Export Fair
{Pazhou} Complex）

第２３回中国国際家具見本市－家庭用家具

３月１８日～３月２１日国際アウトドア＆レジャー関連見本市

中国国際陶磁器見本市

中国広東動力供給産業＆電池見本市 ３月２６日～３月２８日

第２３回中国国際家具見本市－オフィス用家具 ３月２７日～３月３０日

第２０回冷蔵・暖房、空調機器関連見本市 ４月５日～４月７日

第１０５回広州交易会（第１期） ４月１５日～４月１９日

深セン
深セン会議展覧中心
（Shenzhen Convention &
Exhibition Centre）

第２４回深セン国際家具見本市 ３月１９日～３月２２日

第１０回深セン機械製造見本市

３月２８日～３月３１日２００９深セン国際金型産業見本市

２００９深セン国際プラスティック・ラバー製品見本市

深セン国際ブランド下着見本市 ４月４日～４月６日

第７３回中国電子・電機見本市 ４月９日～４月１１日

中国国際医療設備見本市 ４月１８日～４月２１日

香港・マカオ
Hong Kong Convention &
Exhibition Centre

香港・国際映画テレビ見本市 ３月２３日～３月２６日

皮革原料、技術見本市
３月３１日～４月２日

バッグ・靴・皮革製品国際見本市

香港モードランジェリー見本市 ４月７日～４月８日

香港電気・電子見本市

４月１３日～４月１６日国際 IT 技術見本市

香港国際ランジェリーフェア（春季）

Asia World Expo Hong Kong チャイナ調達見本市－電子部品 ４月１２日～４月１５日

ベネチアン マカオ 国際 靴＆革製品見本市 ３月２５日～３月２７日

バンコク
Queen Sirikit National
Convention Centre

家具展示会 ４月１８日～４月２６日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh International
Exhibition & ConventionCentre

ベトナム生地＆織物産業見本市 ４月８日～４月１１日

Saigon Exhibition &
Convention Centre

国際空調関連施設、設備見本市
３月３１日～４月２日

水、空気、ガス処理設備見本市

第９回ベトナム・サイゴン生地、織物産業見本市
４月７日～４月１０日

ベトナム・サイゴンアクセサリー用生地、織物見本市

ベトナム調達見本市－（ベトナム輸出品） ４月１５日～４月１７日



九州の最近の経済動向
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［鉱工業動向］……………生産は急速に低下

２００８年１２月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比１０．５％低下して８８．６となり、生産は急

速に低下しています。

［業種別動向］……………電子部品・デバイスや輸送機械が低下し鉱工業全体を押し下げる

鉱工業生産指数の２００８年１２月の動き（前月比）を業種別でみると、半導体を含む電子部品・デバイス、

自動車などの輸送機械が低下し、前月比で鉱工業全体は１０．５％低下しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………悪化している

新設住宅建設は、貸家の落ち込みなどで前年を６カ月ぶりに前年割れとなり、公共投資も前年実績

を下回りました。企業部門は生産活動が前月比マイナスとなり、悪化傾向を強めています。また、家

計部門は雇用環境の悪化の影響により大型小売店販売額が前年を下回るなど、福岡県の景気は悪化し

ています。

［生産活動］……………輸送機械が大きく低下し前月比４．７％減

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は９２．４と、前月比４．７％低下しま

した。化学は増加しましたが、自動車関連を中心

とする輸送機械が大きく低下したほか、鉄鋼、一

般機械も低下しました。

［大型小売店］……………節約志向が高まり前年比４．６％減

１２月の県内大型小売店販売高は、消費者の節約

志向の高まりなどから、前年比４．６％減の７６４億円

となりました。

業態別にみると、百貨店では飲食料品の低下に

加え、衣料品のほか高価格品の消費の落ち込みが

大きく同８．９％減となりました。また、大型スー

パーも消費者の節約志向の高まりなどにより、重

衣料などが不振で販売高は同０．４％減と前年を僅

かに下回りました。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］…………………貸家の減少が響き６カ月ぶりの前年割れ

１２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比４．４％

増の８３７戸、分譲で同３．０％増の７５３戸となったも

のの、貸家で同９．７％減の１，８０７戸となり、全体で

は同７．６％減の３，１５３戸と、シェアの大きい貸家の

減少が、全体を押し上げ、６カ月ぶりに前年を下

回りました。

［公共工事］…………………請負金額は２カ月連続で前年を下回る

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３．３％減の１，０３９件、金額が同２５．５％

減の２３４億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町村」で同

３．４％増となったものの、「国」で同７９．８％減、「独

立行政法人等」で同２８．１％減、「県」で同１６．５％

減となり、全体では２カ月連続で前年を下回りま

した。

［企業倒産］…………………大型倒産の発生で、負債総額は倍増

１月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２７．０％増の４７件、負債総額

は同１０５．４％増の２１８億１，３００万円と、件数、負債

総額ともに前年を上回りました。

負債総額５０億円超の大型倒産が２件発生し、負

債総額全体を押し上げています。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県

2007
12111012 1 2 3 4 5

2008
6 7 8 9

（億円）� （％）�
10

△10

0

0

50

100

150

200

250

300
前年比�

熊本県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………悪化傾向続く

生産面では、内外需要の減少を背景に、生産水準が低下しています。また、公共投資や住宅投資で

は低水準での弱い動きが続いている他、個人消費も、所得環境の悪化により厳しい状態が持続してお

り、熊本県の景気は、悪化傾向が続いています。

［生産活動］……………輸送機械などが上昇し前月比２．３％増

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比２．３％増加し９９．０となり

ました。主要産業では、一般機械は微減となりま

したが、輸送機械や食料品・たばこなどの業種で

上昇しました。

［大型小売店］……………節約志向高まり前年比４．２％減

１２月の県内大型小売店販売高は、節約志向が高

まるなか前年同月よりで土日が１日少ないことに

加え、高額品が不振で前年比４．２％減の２０７億円と

なりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］…………………全部門ともに前年を下回る

１２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比４．３％

減の３３２戸、貸家で同２４．２％減の３８８戸、分譲で同

５２．３％減の７３戸となり、全体では同２３．１％減の７９５

戸と、３カ月ぶりに前年を下回りました。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年を下回る

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２２．６％減の７３５件、金額が同１４．１％

減の１４９億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同２６．４％

増、「独立行政法人等」で同８３．６％増となったも

のの、シェアの大きい「県」で同２５．９％減、「市

町村」で同１６．５％減となり全体を押し下げたため、

全発注者合計では２カ月連続で前年を下回りまし

た。

［企業倒産］…………………件数、負債総額ともに前年比増加

１月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比５０．０％増の１５件、負債総額

は同９４．７％増の５２億１，０００万円と、倒産件数、負

債総額ともに前年を上回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………悪化している

生産面では、輸送機械（造船）などで引き続き高操業が続いているものの、電子部品等では内・外需

ともに減少しており厳しい状態にあります。また、公共投資や住宅投資では、依然として低水準での

推移が続いている他、観光地の入場者数、宿泊客数ともに減少するなど、長崎県の景気は悪化してい

ます。

［生産活動］…………………電子部品・デバイスなど幅広い業種で低下

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は１１１．５と前月比１０．３％低下しま

した。主要業種では電子部品・デバイスをはじめ

食料品、一般機械、輸送機械で低下しました。

［大型小売店］…………………百貨店、大型スーパー共に前年実績割れ

１２月の県内大型小売店販売高は、前年同月に比

べ土日が１日少なく、前年比７．４％減の１３０億円と

なりました。

業態別にみると、百貨店での販売高は衣料品や

家具などが不振で同７．０％減となりました。また、

大型スーパーの販売高も衣料品などが厳しく、同

７．６％減少しています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］…………………貸家の減少大きく、前年を下回る

１２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比７．４％

増の２１９戸、分譲で同９．４％増の３５戸となったもの

の、貸家で同１０．８％減の３０５戸となり、全体では

同３．３％減の５６０戸と前年を下回りました。

［公共工事］…………………請負金額は６カ月ぶりに前年を上回る

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比８．９％減の４８３件、金額が同４．４％増

の１４１億円と、請負金額で前年を上回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町」で同

３２．５％減となったものの、「国」で同１２１．８％増、

「独立行政法人等」で同１９３．７％増、「県」で同

１０．０％増となり、全発注者合計では６カ月ぶりに

前年を上回りました。

［企業倒産］…………………大型倒産の発生で負債総額は大幅増加

１月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比１６．７％減の１０件、負債総額

が同３１６．７％増の８６億３，８００万円と、負債総額で前

年を上回りました。

負債総額５０億超の大型倒産の発生により、負債

総額は前年を大幅に上回っています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １００．０ １．３ １００．０ １．４ １００．０ ３．１ ７．１ ７．３ １５．７ １３３，０７５ ▲４．３ ９７，３５７ ６．０
２００６年 １０４．５ ４．５ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ３．８ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲３．５ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００７．１１ １０８．４ ３．２ １０９．１ ３．５ １０５．８ ２．７ ▲２．０ ９．６ １３．３ ８，６８５ ▲４．３ ７，１１６ ▲１７．０

１２ １０９．１ １．５ １１０．６ ３．３ １０５．５ １．３ ▲２．８ ６．８ １２．３ ８，３８４ ▲１．１ ７，７３３ ▲７．８
２００８．１ １０８．５ ２．９ １１０．０ ３．９ １０５．３ １．９ １７．３ ７．７ ９．２ ５，９０７ ▲３．５ ６，３７７ ▲５．４

２ １１０．２ ５．１ １１１．３ ５．８ １０５．４ ２．３ ▲１２．３ ８．７ １０．２ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９
３ １０６．５ ▲０．７ １０７．０ ０．１ １０５．５ ２．１ ▲８．３ ２．３ １１．２ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０６．３ １．９ １０８．０ ２．８ １０４．２ １．０ ５．５ ３．９ １２．０ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ １．１ １１０．２ １．７ １０４．７ １．５ １０．４ ３．７ ４．５ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０６．９ ０．０ １０６．９ ▲０．６ １０５．９ ２．７ ▲２．６ ▲１．８ １６．５ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０８．３ ２．４ １０８．９ ３．１ １０５．８ ２．２ ▲３．９ ８．０ １８．３ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０４．５ ▲６．９ １０４．９ ▲６．８ １０５．５ １．７ ▲１４．５ ０．３ １７．３ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０５．６ ０．２ １０５．３ ▲０．６ １０７．６ ３．２ ５．５ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １０２．３ ▲７．１ １０２．１ ▲７．３ １０９．５ ４．４ ▲４．４ ▲７．８ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．６ ▲１６．６ ９３．５ ▲１７．０ １１０．４ ４．３ ▲１６．２ ▲２６．７ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８４．６ ▲２０．６ ８６．０ ▲２０．５ １１０．５ ４．７ ▲１．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比(%) 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００５年 １，３８７，０６８ １．１ ４４１，１５６ ▲１．２ ３２９，４９９ ▲０．６ ０．９５ ４．４ １２，９９８ ▲５．０ ５２，８１５ １．４ ４０，８５５ １．１
２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５３，０８０ ０．５ ４１，５５８ １．７
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００７．１１ １０５，６８４ ▲１１．５ ３６５，６５０ ▲１．９ ３０２，８７９ ▲０．９ １．００ ３．８ １，２１３ １１．２ ５４，７２４ ２．９ ４１，０４９ ▲０．２

１２ ９９，７９４ ▲１４．４ ８０７，２５３ ▲２．７ ３７９，３８８ ２．７ ０．９８ ３．８ １，０９７ ▲１．１ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００８．１ １０６，２２７ ▲１．０ ３６７，０８３ ▲１．９ ３４１，１３８ ３．９ ０．９８ ３．８ １，１７４ ７．６ ５４，６４３ ３．１ ４１，５４８ ０．９

２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９７ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，８０７ ３．１ ４１，６２１ １．６
３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，４５３ ２．７ ４１，９４２ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，５４４ ２．４ ４１，６３０ １．５
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９２ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５５，４３９ １．７ ４１，７０５ ２．２
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９１ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，９３７ ３．１ ４１，９００ ２．０
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８９ ４．０ １，３７２ １２．９ ５５，４０７ ２．２ ４１，８６０ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８６ ４．２ １，２５４ ４．２ ５５，２７０ ２．４ ４１，８８７ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８４ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ １．５ ４０，６２６ ▲１．６
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．７ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．０ ４０，９３１ ０．０
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ３．９ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ ０．８ ４１，３６４ ０．８
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７２ ４．４ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ １．２ ４２，１４７ ０．９

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００５年 １，２３６，１７５ ４．０ ▲４．５ ８．５ ６．８ １００．０ １．６ １００．０ ▲０．３ ２１３，２８４ ▲０．６ ３，３５３，５９３ ▲１．０
２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００７．１１ ８４，２５２ ▲２７．０ ▲７．６ ▲２３．４ ▲４７．４ １０５．０ ２．３ １００．７ ０．６ １８，１２４ １．９ ２５８，０１３ ６．７

１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ▲６．０ ▲１４．４ ▲３５．５ １０５．４ ２．７ １００．９ ０．７ ２２，６７５ ▲０．４ ２０４，７５９ ▲４．２
２００８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ▲４．２ ▲２．７ ▲１１．６ １０５．７ ３．１ １００．７ ０．７ １８，７９９ ▲０．８ ２１２，８４３ ６．５

２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．２ ３．６ １００．５ １．０ １５，５３９ ２．７ ２８５，３２０ １．５
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，７０３ １．８ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．６ ４．０ １００．９ ０．８ １６，８１２ ▲０．６ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９５１ ▲０．５ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０８ ▲２．６ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．２ ７．３ １０２．４ ２．３ １８，６６１ ０．３ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．１ ７．２ １０２．７ ２．１ １６，５３１ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．６ ６．８ １０２．７ ２．１ １５，５９１ ▲２．１ ２６９，４６８ ▲５．５
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．８ ４．８ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．９ ２．８ １０１．７ １．０ １７，８０５ ▲１．８ １８６，５５４ ▲２７．７
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．６ １．１ １０１．３ ０．４ ２１，５７７ ▲４．８ １５８，７８５ ▲２２．５

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着
工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は
年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １００．０ ▲２．４ １００．０ ▲４．１ １００．０ ▲５．９ １００．０ ２．０ １００．０ ▲０．７ １００．０ ▲２．６ １００．０ １．６
２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００７．１１ １０７．０ ３．７ １０６．１ １．０ １１７．６ ８．６ １０３．８ ２．７ １３１．９ ２４．４ １０７．３ ５．１ １２０．８ １．６

１２ １０８．３ ０．８ １０８．３ １．７ １１７．２ ４．８ １０３．８ ▲０．３ １４１．３ １７．０ １０８．５ １．３ １２８．４ ６．９
２００８．１ １０５．７ ３．９ １０４．９ ▲０．８ １２９．１ １５．７ ９７．９ １．４ １２４．８ １６．６ １０７．０ ４．８ １２６．２ １０．１

２ １０７．７ １０．１ １０５．２ １．６ １２１．５ １５．７ １０４．７ ９．９ １３０．４ ２８．１ １０９．３ １１．１ １１０．０ １．３
３ １０８．３ ６．７ １０１．７ ▲２．８ １１１．２ １１．１ １１９．７ ２１．９ １１９．１ １４．５ １０７．０ ５．４ １２６．５ ４．２
４ １０５．６ ８．５ １０６．９ ２．４ １２５．２ ７．０ １２２．７ ２１．１ １１６．８ ２６．３ １０５．５ ８．９ １２９．３ １０．１
５ １０７．０ １０．７ １０５．５ ２．２ １０６．７ ▲２．３ １１５．５ ２３．３ １２９．６ ４６．５ １０７．７ １３．１ １１６．２ ▲９．３
６ １０４．９ ６．６ １０２．９ １．１ １２４．８ ▲０．１ １０３．０ ４．８ １２２．９ ２１．７ １０３．９ ５．８ １２８．３ １．５
７ １０８．５ １０．４ １０４．２ ▲５．８ １１７．０ ０．６ １１１．３ １２．８ １３１．４ ３７．３ １１１．６ １３．７ １１６．７ １．４
８ １０２．４ ▲４．７ １００．０ ▲８．４ １１０．５ ▲０．７ １１１．５ ６．５ １１２．５ ▲１３．２ １０１．４ ▲７．６ １２９．３ ３．２
９ １０１．７ ▲０．１ １０１．８ ▲６．１ １１８．４ ６．０ １１８．４ ７．８ １１３．５ ▲２．２ １０１．０ ▲１．３ １１５．３ ▲８．５
１０ ９７．０ ▲９．６ １００．３ ▲２．１ １１１．４ ▲７．４ １１５．０ ８．２ １００．８ ▲２４．２ ９５．５ ▲１１．５ １１６．３ ６．２
１１ ９２．４ ▲１６．９ ９１．８ ▲１４．３ １１２．７ ▲６．２ １０５．６ ０．５ ８０．９ ▲４２．６ ８６．９ ▲２２．９ １２６．０ ４．２
１２

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 ３．４ ２０．５ ４，８１３ ▲１１．６ ２，９４４ ▲７．０ ５４，３６２ ５．７ ３．５ ５．１ １１．４ １００．０ ▲０．２ ７２２，６９７ ▲２．２
２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００７．１１ ２４．４ ２１．２ ３４８ ▲１．５ １６７ ▲５６．６ ２，９３１ ▲４８．０ ５．１ ▲４５．０ ▲７９．７ １００．４ ０．７ ５９，９１５ ３．４

１２ １２．８ １２．６ ３１５ １４．７ ３０６ ２７．１ ３，５４０ ▲３１．５ ▲１１．７ ▲２７．８ ▲５０．７ １００．４ ０．６ ８０，０８４ ▲２．４
２００８．１ １３．９ ８．６ ２８３ ２４．３ ３１３ ７．８ ３，９４０ ▲４．２ ▲０．８ ▲３３．１ １１３．７ １００．２ ０．６ ６２，８１８ ▲２．５

２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，９３７ ▲２．０
３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５８０ ▲４．７
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，３３３ ▲０．９
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６７８ ０．０
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，７１１ ▲４．４
７ ３０．６ ６．４ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，９７９ ２．１
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，５５５ ▲０．５
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，８１６ ▲２．７
１０ ６．８ ０．１ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．５ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

出所 門司税関・長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １２５，７２９ ０．０ ５４，８５９ ▲１．４ ４０５，５９０ ▲０．１ ３２６，７６９ ▲０．９ ０．７７ ４８０ ▲３．８ １６６，０９２ ０．２ １３２，３５９ ▲０．６
２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００７．１１ ９，６３８ １．８ ４，５３４ ▲４．３ ３４０，３７５ ７．０ ２８９，７８９ ２．０ ０．７３ ４７ ４．４ １６８，４７５ １．３ １３２，５４２ １．５

１２ ７，９０７ ▲５．２ ３，８１７ ▲１２．９ ７２０，３９０ ２．４ ３７８，１４６ １．２ ０．７１ ３９ ▲７．１ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８．１ ７，９６３ ４．０ ４，３４２ ▲７．６ ３４２，９８６ ▲７．３ ３３３，８６８ １２．４ ０．６９ ３７ １２．１ １６９，６５９ ２．３ １３３，１８４ ２．１

２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５
３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６８ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６７ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６５ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６４ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６３ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６１ ５７ ２３．９ １７０，７５７ １．０ １３３，７７５ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０９ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５６ ４９ ４．３ １７２，０７６ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，８７１ ▲２５．７ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５３ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００５年 １０６．９ ▲３．８ １１２．７ ▲６．６ ７４．５ ▲２１．４ ８５．０ ▲０．４ １５８．７ ４．１ １０２．３ ▲３．８ ９０．３ ２．４
２００６年 １１２．１ ４．９ １１１．９ ▲０．７ ８３．１ １１．６ ９６．７ １３．８ １５６．０ ▲１．７ １０７．９ ５．４ ８９．７ ▲０．７
２００７年 １０５．２ ▲６．２ １１１．３ ▲０．６ ７４．５ ▲１０．３ １０２．３ ５．８ １３９．０ ▲１０．９ １０２．６ ▲４．９ ８６．１ ▲４．０
２００７．１１ １０２．９ ▲８．６ １０７．６ ▲５．５ ７４．２ ▲２．６ ９０．２ ▲２４．７ １４４．４ ▲１４．２ １００．５ ▲６．１ ８５．８ ▲３．５

１２ １０１．０ ▲９．２ １０４．５ ▲４．０ ７９．１ ９．３ ９７．６ ▲７．９ １３１．７ ▲１６．７ ９７．４ ▲１１．７ ８７．９ １．３
２００８．１ ９９．１ ▲４．７ １０６．５ ▲８．１ ８２．８ １２．８ ８５．３ ▲１６．２ １２２．４ ▲５．９ ９４．４ ▲２．６ ８９．３ ０．９

２ １０２．６ ▲２．２ １１９．０ １０．９ ８４．３ １７．７ ６８．９ ▲１３．０ １２８．２ ▲１３．０ ９８．７ ▲３．２ ９６．９ ９．７
３ １０６．０ ▲３．０ １１９．３ ▲６．６ ９２．８ ２７．６ ７３．１ ▲８．９ １２１．３ ▲１９．３ １０５．７ ▲２．９ ９８．１ １３．１
４ １０５．１ ▲０．１ １１０．４ １．３ ８６．１ １６．１ ８１．０ ▲１８．３ １４４．９ ▲０．１ １０２．８ ０．０ ９３．９ １３．９
５ １０７．７ ▲１．６ １１１．４ ▲５．１ ７８．３ １．５ ８９．５ ▲２９．８ １６６．８ １８．６ １００．０ ▲６．４ ９１．６ １０．２
６ １０５．５ ▲１．１ １０９．９ ▲３．９ ７４．９ ▲０．５ ５３．８ ▲５５．６ １７５．２ ３０．３ １００．１ ▲２．８ ９３．８ １１．０
７ １０２．８ ▲１．８ １１２．６ ４．４ ７６．９ ６．６ ５９．１ ▲５６．６ １５７．９ １７．４ ９９．０ ▲４．６ ９４．７ ９．５
８ １０１．１ ▲５．５ １１６．２ ▲１．２ ７２．３ ▲３．９ ６２．３ ▲４９．３ １５２．９ １６．０ ９７．３ ▲９．４ ９４．１ ８．２
９ １０１．７ １．５ １０２．８ ▲１．３ ７８．０ ９．５ ５６．８ ▲３２．６ １４４．３ １６．８ １０１．１ ６．１ ９６．７ ７．８
１０ ９６．８ ▲６．７ １０３．０ １．０ ６９．２ ▲７．０ ４６．１ ▲５２．０ １４３．６ ▲１．１ ９１．１ ▲１１．５ ９７．９ １８．８
１１ ９９．０ ▲７．８ １１０．９ ▲０．２ ６９．６ ▲１３．２ ４５．８ ▲４６．７ １５８．２ ６．８ ９５．２ ▲９．５ １０５．３ ２２．８
１２

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００５年 １６．２ ９．１ １，６６５ ８．２ １，２３３ ８．３ １４，０３９ ６．８ ▲２．０ １１．５ ２．４ １００．０ ▲０．６ １８９，６５６ １．７
２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００７．１１ ▲８．６ ▲０．０ １８１ １６．８ ９３ ▲３３．３ １，１３９ ▲２６．２ ▲２．５ ▲１２．５ ▲８６．７ １００．３ ０．２ １５，２２６ ０．７

１２ ▲６．３ １４．８ １７４ ▲１５．９ １０１ ▲３６．７ １，０３４ ▲２２．３ ▲９．２ ▲２０．２ ▲４９．８ １００．３ ０．２ ２１，５９２ ▲１．５
２００８．１ １６．４ ▲０．６ １０７ ▲１８．０ １１４ ２１．９ １，２４２ １５．９ ７．４ ３０．５ ▲１４．２ １００．０ ０．２ １７，１７６ ▲１．４

２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１
３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ６．６ ６６．９ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ５８．６ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ４８．６ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４５．６ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ２７．７ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２５．９ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

出所 長崎税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 ３６，５９６ ▲１．８ ２６，９２３ １．９ ４４４，９７３ １２．２ ３２９，７３１ １．９ ０．７３ １３０ ▲０．８ ４７，２７１ ０．５ ２７，３８７ １．３
２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００７．１１ ２，９８９ １４．１ ２，０２１ ▲４．２ ３５６，３７８ １４．７ ２９１，７６８ １３．６ ０．７４ １４ ７５．０ ４７，０４２ ０．９ ２８，２２６ ３．９

１２ ２，０４５ ▲７．９ １，９９９ ▲５．１ ８４８，３７２ ２４．８ ３４９，３７０ ▲３．４ ０．７３ １１ ▲８．３ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８．１ ２，４５８ ６．８ ２，１９８ ０．３ ３４４，２５８ ▲５．５ ３１２，８７６ ▲０．６ ０．７１ １０ ▲１６．７ ４７，２００ ２．１ ２８，２６２ ３．９

２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７４ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５
３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７１ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６７ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６４ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０７３ ▲２．５ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．６０ １６ ４５．５ ４８，１６９ ０．４ ２８，９２１ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９９ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２４２ ▲２５．０ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５１ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７５ ３．０
１２ １，５８７ ▲２２．４ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注）全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００５年 ９６．１ ▲６．９ １０１．８ ▲２４．４ １０２．６ ４．４ ４５．７ ▲１８．７ １３４．０ ２．６ １，７３２ １８．４ ２，９４５ １３．４ ７．９
２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ９．７
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ０．０
２００７．１１ １１０．１ ▲１．４ ８７．６ ▲４０．０ １０８．３ ４．８ ５８．２ ▲１．４ １５１．５ ２５．８ １９２ ２６．１ ２７５ ６．２ ▲５．１

１２ １１０．５ １．９ ９５．５ ▲２９．４ １０９．３ ▲８１．３ ５２．４ ▲１１．１ １３２．６ １２．３ １８２ １６．６ ２４８ ▲１０．７ １７．４
２００８．１ １２４．２ １０．７ １３７．３ ▲２．５ １０８．３ ２．５ ５０．０ ▲１７．２ １３７．２ ２８．９ １７２ ２７．１ ２６０ ▲８．０ ０．６

２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５
３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １１９．６ １３．９ １７８．１ ７７．１ ９６．２ ▲４．２ ６１．８ １．０ １４８．５ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １３１．５ １７．７ ２０３．３ １０３．３ １０９．５ ▲７．４ ３６．１ ▲４１．５ １５８．９ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２４．０ １９．５ １８７．２ ９０．３ １０７．７ ▲１．１ ３３．３ ▲２７．４ １４８．７ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２４．３ ２０．２ １５２．０ ７６．２ １０１．９ ▲８．８ ３９．６ ▲２２．８ １６５．７ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １１１．５ ▲３．２ １３７．０ ４５．４ ９７．２ ▲１３．９ ６０．４ ２．８ １６２．９ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００５年 １３９，７３７ ▲５．２ ２５，２４７ ▲２．６ ２３，０６８ ０．５３１０，６１７ ▲１２．３ ２６８，７７７ ▲９．５ ０．５８ １１６ ２．７ ４０，８４１ ▲０．５ ２６，２６３ ▲５．３
２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００７．１１ １０，６４６ ▲１．４ １，７７２ ４．９ １，６４１ ▲１８．０ ２８２，８３５ ▲１．９２６６，１６９ ▲１．４ ０．５８ １１ ０．０ ４１，０３９ １．２ ２４，１８２ ▲３．０

１２ １４，０３４ ▲３．１ １，５５８ ３．７ １，６０３ ▲１２．７ ６１２，９５９ ▲６．３３５１，２１３ １０．５ ０．５７ １１ ５７．１ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８．１ １１，９８４ ▲２．３ １，６６９ ６．２ １，８４６ ▲４．６２６７，９８１ ▲７．８２９３，７６０ ▲８．５ ０．５６ １２ １００．０ ４０，４６７ ２．０ ２４，１６６ ▲２．４

２ ９，５３７ ２．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５８ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０
３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０８ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５９ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７５０ ▲５．０ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５８ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８９６ ▲１．２ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５７ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４２０ ▲５．１ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５８ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３９ ▲６．０ ２，０７７ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５７ １５ １５．４ ４０，６２０ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．８ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４２ ▲０．２ ２３，５１５ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，４０３ ▲２０．８ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７１ ▲０．７ ２３，５６６ ▲２．５
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００５年 １３．５ ２７．７ ７０，０８３ ▲７．７２，０９０ ▲９．０ ７７４ ▲０．１ １０，２３０ ５．７ ▲４．７ ▲０．５ ６８．３４，５９６ ０．９１００．０ ▲０．８
２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００７．１１ ４１．５ ８８．５ ６，４９１ ２７．０ １８３ １９．５ ３４ ▲３４．９ ６６８ ６．２ ５．３ ３６．３ ▲６７．３ ４６２ ４．１１００．０ ０．２

１２ ５．６ ７５．７ ７，４５７ １５．３ １３５ ▲２３．７ ２８ ▲８４．０ ５７９ ２３．２ ▲１６．７ ７０．１ ６８．４ ３９７ ３．９１００．１ ０．５
２００８．１ １９．１ ３７８．９ ５，５４７ ▲６．２ ９４ ▲３３．５ ４３ ２５．３ ５１２ ▲８．４ ２．４ ▲９．９ ▲３７．７ ２６１ ▲４．５ ９９．８ ０．６

２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５
３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．４１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ６９．８ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １８．８ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２３．６ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．８ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ ２４．２ ７，６４３ ２．５ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

出所 長崎税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁
田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

テレビでおなじみの「パン君、ジェーム

ズ」の効果などで、不景気の中でも入場者

数を伸ばしておられるカドリー・ドミニオ

ン。自社ならではの「売り」を持っている

ことは、業種を問わず重要なことであるこ

とを改めて実感しました。次回は、是非プ

ライベートで行ってみようと思います。

景気悪化の影響が九州でも顕在化してき

ました。ただ、その状況は地域によって随

分違っているようです。また、特に製造業

はこの状況に対応するため、必死でコスト

削減に取り組んでいます。短絡的ですが、

厳しい今だからこそ、自動車関連産業など

では、地場調達を増やそうとする動きが強

まるのではないでしょうか。

風月フーズさんが運営する広川サービス

エリアでは、和食、洋食の店の他、女性を

喜ばせるような、お菓子の専門店、パンの

専門店、ソフトクリームのお店などがあり、

風月フーズさんが展開する全ての業態のお

店が楽しめるそうです。社長のこだわった

トイレにもぜひ行ってみたいです。

横 尾 島 浦 城

毎年２千万人を超す新規労働力が生まれ

る中国ですが、全て吸収するには、最低で

も年８％以上の経済成長が必要だと言われ

ています。

現在、中国政府はあの手この手の対策を

打ち出していますが、上海万博を目前にし

て経済をどう舵取りするのか注目していま

す。

「医業経営ビジネス交流会２００９」には、

多くの病院経営者や幹部の方々にご参加い

ただいたことに感謝申し上げます。また、

ご後援等多くの関係者の方々にご協力いた

だいたことに改めてお礼申し上げます。

この４月に介護報酬改定がございますが、

今後も役立つ情報をいち早くご提供したい

と思います。

「闇を切り裂く稲光、耳を劈く爆音、霞

む視界、鳴りやまぬ警報器」、これって戦

争？と勘違いする程激しい歓喜の表現。生

で体感する中国の春節は驚きの連続です。

爆竹・花火と一緒に弾けたのは言うまでも

ありません・・・

守 部 松 野 宮 城

ＦＦＧ調査月報１０号 ２００９年２月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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